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産業データベース委員会報告書の作成にあたって

新 ミレニアムの幕開けに当た り、わが国経済界 の指導的立場にある各企業 トップの年頭

の挨拶は、一斉 にIT(InfomationTechnology)時 代の到来 を告げていた。

既にこの十年、高度情報化社会の到来 を予測 し、来 るべ き時代に対する準備を促す声が、

経済界 にも一般社会にも強 く投げかけられていたが、2000年 はまさ しくITに よって

創 り出される、デジタル経済 ・デジタル社会の出現を現実 のものと しつつある。

電子商取引は、既に企業間(BtoB)を 越 え企業 と消費者 との間(Btoc)に 様々な取

引の態様 を提供 し始めてお り、ネ ッ トワークを介 した取引形態の革命的な変化 は、企業の

あ り方、産業 の構造にも根本的な変革をもた らしつつあ る。1999年 は、わが国経済 に

このような変化の形が結像 し始めた年 として、記憶 に残 る年 となった。

勢いを増す銀行のIT化 戦略は相次 ぐ銀行間の大型合併 ない しは協業の引 き金 にな り、

またコンビニエ ンスス トアはBtoCの 戦場 となってきた。Web上 で展開される新 しい経

済活動によって、既存の業種の壁は至 る所で融けだ し、金融 ・証券業への新規参入等、業

界の既成概念 を破る事業展開や、企業の合従連衡 が活発 に始 まっている。

かつて高度情報化社会の到来を予測 し、産業活動にお ける準備の必要性 も認識 されては

きたが、実体の理解が乏 しいままキーワー ドの空 回 りに堕 した り、企業経営 におけるIT

活用の切 迫 した危機感 に乏 しかったことは否 めない。今 日デ ジタル経済時代 に直面するに

当た り、すべての企業経営者に、改めてITの 戦略的活用の重大 さを訴えるものである。

デジタル経済への対応は、企業体 質の革新 にかける経営者 の決意 と、コンピュータ ・通

信 システムの有効活用によって実現することへの理解か ら始まる。

ITは 今や人間 と共存の環境 を創 り出 し、個人の業務処理環境 に画期的な変化 を与 えて

いるのは勿論、個人や組織の枠 を越 えて、企業全体の ビジネスの仕組み に重大 な変化 をも

た らしている。ネ ヅ トワー クの驚異 的な浸透 によ り、 この変革の波は企業間、業界間、国

際へ とボーダー レスな ビジネス環境 をもた らし、 グローバルなデ ジタル ビジネスの出現 に

至 ってい るが、さ らにこの波は一般社会 に於 ける個人の生活 にまで及 んでお り、新 しい時

代への対応は国民すべての課題 となって きた。
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この ような重大な時期 にあた り、財 団法人データベース振興セ ンターでは、早 くか ら産

業情報化 の基盤にあ る産業データベースに着 目し、平成8年 度 にはユーザー専門委員会 を

設 置 し、企業間情報システムを主体 に、産業情報化の実体の把握整理 を行 った。

これ らの実体認識に基づ き、平成9年 度 か ら 「産業データベース委員会」 を設置 し、企

業 間システムに主眼 を置 きつつ、データベースの視点か ら産業情報化の将来像 を探 り、産

業データベースの課題 の整理 と解決のための方策 を検討 してきたところである。

この間、社会や経済活動のIT利 用は予想 を遙かに越 えた速 さで進展 し、産業情報化 の

様相は著 しい変貌 を遂げつっあ り、 これに伴 って産業データベースの課題や解決の方策 も

めま ぐる しく変化 し多様化 しつつある。

当委員会の活動は、今 回の報告書の提出をもって当面の使命 を終えるこ とになったが、

3年 間にわた る活動で検討 し提起 した多 くの課題は、わが国の産業情報化 にとって重要な

意味 を持 つものであ り、今後グローバルなデ ジタル経済の時代 を生き抜 くためには、引 き

続 きいろいろな場で、多 くの方々の議論 と知恵を尽 くした検討の必要性 を痛感 する次第で

ある。

終わ りにあたって、多忙なお仕事の中で当委員会の活動に直接御参加頂 いた委員の方々

は勿論、 ご支援ご指導いただいた関係者の皆様方に深甚な感謝の意を表するものであ る。

平成12年3月

財 団法人データベース振興セ ンター

産業データベース委員会 委員長 伊藤正雄
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活動の概要
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活動の概要

活動の概要

1.委 員の構成

平成9年 度 「産業データベ ース委員会」

委 員 長 伊藤 正雄

副委員長 合庭 惇

委 員 井岸 松根

井口 與志昭

上野 圭輔

圓川 隆夫

岡 武史

馬場 純夫

堀内 好浩

和田 正倫

事 務 局 渡辺 了

増田 純一

山中 信秀

池田 勝幸

清藤 啓子

(社)日 本情報システ ム ・ユーザー協会 理事長

静岡大学 情報学部教授

(社)日 本加工食品卸協会 専務理事

(株)マ イカルシステムズ 取締役SO事 業部長

三井化学(株)シ ステム部部長補佐

東京工業大学 社会理工学研究科経営工学専攻教授

繊 維産業構造改善事業協会 繊維 ファ ッション情報セ ンタ

ー統括研究員

ライオン(株)統 合 システム部主任部員

(財)国 民経済研究協会 情報社会研究セ ンター所長

(社)日 本電機工業会 重電部長兼高度情報化推進室長

(財)デ ータベース振興センター 企画部長

(財)デ ータベース振興センター 前企画部長

(財)デ ータベース振興センター 企画課長

(財)デ ータベース振興センター 前企画課長

(財)デ ータベース振興センター 企画部

平成10年 度 「産業 データベース委員会」

委 員 長

副委員長

委 員

伊藤 正雄

合庭 惇

井岸 松根

井口 與志昭

上野 圭輔

圓川 隆夫

白井 万佐寿

専田 弘泰

馬場 純夫

(社)日 本情報 システム ・ユーザー協会 理事長

静岡大学 情報学部教授

(社)日 本加工食品卸協会 専務理事

(株)マ イカルシステムズ 取締役本社 システム事業部長

三井化学(株)シ ステム部部長補佐

東京工業大学 社会理工学研究科経営工学専攻教授

(株)日 本総合研究所 エレクトロニック・ヒ"ジネスソリューション事業本部

開発第3ク"ルーフ。マネシsNte

繊維産業構造改善事業協会QRコ ー ドセ ンター主任部員

ライオン(株)統 合 システム部主任部員
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平沼 博志

堀内 好浩

事 務 局 渡辺 了

山中 信秀

清藤 啓子

(社)日 本電機工業会 重電 ・原子力部長

(財)国 民経済研究協会 情報社会研究センター所長

(財)デ ータベース振興セ ンター 企画部長

(財)デ ータベース振興セ ンター 企画課長

(財)デ ー タベース振興セ ンター 企画部

平成11年 度 「産業デー タベース委員会」

委 員 長 伊藤 正雄

副委員長

委 員

事 務 局

合庭 惇

井岸 松根

井口 與志昭

上野 圭輔

圓川 隆夫

多和 健一

野崎 勝久

馬場 純夫

堀内 好浩

横須賀 良夫

渡辺 了

畑中 恵

山中 信秀

清藤 啓子

事 務局サホ。一ト内 田和 義

エム ・アイ ・コンサルティング 代表

[(社)日 本情報システム ・ユーザー協会 前理事長]

静岡大学 情報学部教授

(社)日 本加工食品卸協会 専務理事

(株)マ イカルシステムズ 取締役本社システム事業部長

三井化学(株)シ ステム部部長補佐

東京工業大学 社会理工学研究科経 営工学専攻教授

(株)日 本総合研究所 エレクトロニック・ヒ"ジネスソリューション事業本部

開発第三グルーフ。アブ。リケーションエンシ"ニア

中小企業総合事業 団 商品 コー ド情報センター統括主幹

ライオン(株)統 合 システム部副主席

(財)国 民経済研究協会 情報社会研究セ ンター所長

(社)日 本電機工業会 重電部長

(財)デ ータベース振興セ ンター 企画部長

(財)デ ータベース振興セ ンター 企画課長

(財)デ ータベース振興セ ンター 前企画課長

(財)デ ータベース振興セ ンター 企画部

(有)ポ トス

2.開 催実績

【平成9年 度 】

第1回 平成9年10月1日(水)

開催 にあた り挨拶(専 務理事、通産省、委員長)

平成8年 度ユーザー専門委員会 ・中間報告の課題整理
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活動の概要

第2回 平成9年11月7日(金)

「加工食 品商 品データベースセンター」について(井 岸委員)

「POWERCALSへ の取 り組み」(和 田委員)

第3回 平成9年12月11日(木)

日本のQRと コー ドセ ンター(岡 委員)

文書情報の標 準化 －SGMLを め ぐって 一(堀 内委員)

第4回 平成10年1月9日(金)

グローバルスタ ンダー ドの現状 と課題(堀 内委員)

第5回 平成10年2月24日(火)

マイカルグループの企業間 システムへの取組み(井 口委員)

平成9年 度産業データベース委員会 中間報告書について

第6回 平成10年3月23日(月)

平成9年 度産業データベース委員会 中間報告書の審議 ・検討

【平成10年 度 】

第1回 平成10年10月2日(金)

カー ド社会 システ ムへの取組(白 井委員)

第2回 平成10年11月30日(月)

海外での化学業界 におけるEDI標 準化(上 野委員)

創造性 とコ ミュニケーシ ョン能力を高める「メデ ィア ・リテラシー」教育/訓 練

(堀内委員)

第3回 平成10年12月18日(金)

繊維産業 におけるQRとQRコ ー ドセ ンターの機能(専 田委員)

今後 の進め方、検討課題 の担 当者割 り振 りについて

第4回 平成11年1月21日(木)

ITの ポテンシャルを活かす組織変革(圓 川委員)
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第5回 平成11年2月12日(金)

マネ ジメン ト層の新 しい能力開発(圓 川委員)

異な る組織間で相互共有す るための情報の構造化 アプローチ(平 沼委員)

第6回 平成11年3月18日(木)

基盤 としてのインターネ ッ ト型インフラの利点 と弱点(馬 場委員)

検討内容の とりまとめ並び に、今後の進 め方について

【平成11年 度】

第1回 平成11年9月1日(水)15:00-17:00

「建設 シンプルEDI」 について

(財)建 設業振興基金 建設産業情報化推進センター特別専 門役 冨田 宏 氏

第2回 平成11年10月8日(金)15:00-17:00

「ナ レッジマネ ジメン トの概要一現状 と将来」について

(株)野 村総合研究所 ナ レヅジソ リュー シ ョン部 門ナ レッジマネジメ ン ト部

上級コンサルタ ン ト 山田 奨 氏

第3回 平成11年11月29日(月)

「データマイニ ングの現状 と将来」について

東京大学医科学研究所 ゲノム知識発見システム助手 中谷 明弘 氏

第4回 平成11年12月15日(水)

「産業データベース構築 と新経済システム」 について(合 庭 副委員長)

第5回 平成12年1月27日(木)

「企業経営 におけるデータベース活用」について

アルファテ ヅクス(株)取 締役事業推進部部長 久保 彰 氏

第6回 平成12年3月21日(火)

平成11年 度産業データベース委員会報告書(案)の 審議 ・検討
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活動の概要

3.調 査 ・検討の経緯 お よび視 点

(1)調 査・検討の経緯

産業データベース委 員会は平成9年 度か ら平成11年 度の3年 間にわた り活動 を行 った

が、その発端 となったのは平成6年 度か ら平成8年 度 にわた り開催 されたユーザー専 門委

員会である。(財)デ ータベース振 興セ ンターの主要 な委員会 と してデー タベース委員会

が設置されていたが、主にサー ビスサイ ドか らの問題 を取 り上 げていた。 しか し産業 デー

タベースの課題検討には、データベース ・ユーザーの側 か らの視点が不可欠であ るとい う

認識に基づ き、平成8年 度にユーザー専 門委員会が設置 された。

この委員会の使命は、急速な進展 を見せつつある産業情報化の実体 に即 し、産業情報化

のあ らゆ る局面、特に企業間システ ムにおけ るデータベースの構築、運用上の課題解決 に

向けて、広 く産業界の経験 と知恵 を集約 し、産業界 をは じめ行政等関係方面に提言を行お

うとするものであった。この ような趣 旨で、当委員会 は各産業界 における業界 システムや

企業 グループの統合システムの設計構築運用を、実際 に担当された リー ダーの方々や、E

DI、CALS等 の推進 を直接担 当され た専門の方々を委 員 として構成 された。

平成8年 度は、ユー ザー専門委員会 の最終年度であったが、 同時に産業データベース委

員会 の初年度 とも言える。検討開始 にあたって必要な事実認識 を勉強 するため、各委 員の

方々に レクチャー をお願 い し、その集約は「平成8年 度 ユーザー専 門委員会 ・中間報告

書」と して取 りまとめた。

平成9年 度は、前年度の認識 に基づ き、グ ローバルスタンダー ドへ の対応等標 準化へ の

推進を中心に、今後の情報化進展 に際 しての問題点の整理を試み、4項 目/16ア イテムに

整理 し今後の検討方向を示唆 した。

平成10年 度 は、その項 目の 中か らい くつかのテーマを選んで議論 を深める とともに、

現在進展 しつつある産業組織 の変革、企業経営の変革 の動向についての認識を深め、産業

情報化の深層 にあるい くつかの課題 について課題 を提起 した。

平成11年 度 は最終年度 として、先進的産業 システムの構築運用を通 して産業情報化 の

目的を達成す るため、産業デー タベースのあ り方、情報化の進展 に伴 う産業組織の変革に

むけた課題の解決等について検討 を行った。

(2)調 査 ・検討の視点

上記平成8年 度ユー ザー専門委員会 ・中間報告書において、検討すべ き課題 として次の

テーマ を提示 した。

・産業情報化の基本姿勢

・ITの 徹底活用に関する問題

・企業間連携 を可能 にする情報 「共有」の問題
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・IT時 代の人 と組織に関する問題

・情報化 を支える社会 システムの問題

・産業情報化を支える社会 システムの問題

平成9年 度産業データベース委員会では、8年 度ユーザー専 門委員会で取 り上げ られた

わが国産業界の代表的な業種 ・業界 における情報化の先進的事例について更に検証 を重ね、

そ こか ら導 き出される各種 の問題点 などについて討議 した。「平成9年 度産業データベー

ス委員会報告書」では、その調査 ・検討結果 を次のように整理 してい る。

1)産 業情報化 の新潮流 とデータベース

2)産 業データベース構築の現状 と課題

3)論 点の整理 一一グローバルスタンダー ドへの対応 を中心に

4)今 後の検討課題

同報告書 の中で今後の検討課題 として挙げ られた検討テーマ一覧は以下の項 目である。

・産業情報化の基本認識

・情報技術の活用 に関する問題

・企業 間連携 を可能にする知識 「共有」の問題

・IT時 代の人 と組織に関する問題

平成10年 度 は、 これ らの課題 を解決す るための条件 を求めて、各産業界 における具体

的な事例 の調査 ・検討を行 うとともに、標準化な どの具体的な問題 を整理 し、活動成果 と

して以下の内容の中間報告を行 った。

1)先 行する米国経済 と情報投資

2)産 業データベース標準化の現状 と展望

3)事 例研究

4)討 議 テーマの整理

5)今 後 の課題

同報告書では、今後の討議されるべ きテーマ として次の課題が整理 されている。

・ITを 基礎 に した産業組織変革の課題

・デー タベースの標準化を進める上での課題

・産業組織の文化的相違について

・経営資源と しての情報技術お よび コンテ ンツ

平成11年 度 は、経済 環境の変化、企業経営の環境の変化 に伴い、新 しい時代への対応

の検討が必要 にな った。 そこで、産業デー タベース構築および利用 に関する条件整備 とし

て、① デ ジタル経済への突入 という経済環境の変化、②ERP/BPRな ど企業経営 の中
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活動の概要

の変化、③デー タベース利用技術の進展 、 とい う視点で問題 を整理 し、検討 を行った。本

報告書は、副題 を 「デジタル経済 に直面する産業 データベース」 として、次 の項 目を整理

するこ ととする。

1)加 速するデジタル経済 と産業データベース

2)産 業データベース構築の現状 と課題

3)資 料編(ナ レッジ ・マネジメ ン ト及びデータマイニ ングの手法)

上記1)の 中で、産業データベースが現在及び近 い将来に取 り組むべ き重要な課題 として

以下の問題 を提示 している。

・デ ジタル経済時代のシステム構築

・企業間連携の課題

・ビジネスモデル特許

・グローバル ・スタンダー ドへの対応

・デジタル経済 と社会教育
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第1部

加速するデジタル経済 と産業データベース
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第1部 加速するデジタル経済と産業データベース

1.は じめ に

イ ンターネ ッ トが急速 に社会 に浸透 し身近 なものになったのは、ここ数年来のことであ

る。現在経済界 に浸透 しつつあ る、デ ジタル経済 とかE－ ビジネス とい う言葉 も、 また同

様 に数年前に生 まれ、 かっ産業社会のみな らず一般社会 にまでに急速 に浸透 しつつあ る。

経営 資源 としての 「人、物、金、そ して情報」の 中で、わが国では情報の位置付 けは前

三者 に比べて、相対的に軽ん じられ た存在であったことは否めないが、 コンピュー タの出

現によ り、急速にその重み を増 しつつあることは周知の事実である。パ ソコ ンが登場 し、

イ ンターネッ トが登場 したときも、 しば らくはマニアの間の ことと捉え られていた。つ ま

り、パソコンやイ ンターネ ヅトに よる情報化の、経営や経済の構造への波及 は、せいぜい

情報の処理や伝達手段の改善 といった程度の限 られたものであ り、既に構築されている企

業の経営構造に、抜本的な変化 を与えるとい う認識は、ご く最近に至 るまで希薄であった。

わが国がこの ような状況 で推移 する間にアメ リカではイ ンターネ ッ トが社会 の隅々に浸

透 し、企業経営の構造か ら経済の仕 組み まで変革を促 し、これが好景気を持続 させている

と評価 されている。コ ンピュータや情報ネ ヅ トワーク等、デジタル情報技術 を駆使 して、

従来 の経済構造 とは一変 した枠組みの経済構造を、デジタル経済 と呼んでいる。

90年 代の後半 にその姿を見せ始めたデ ジタル経済時代の到来は、単に経済現象だけに

とどまらず、人間社会 のあ らゆる面 に強烈な影響 を与え始めてい る。このような時代 を迎

えるに当たり、当委員会は、情報 システムの もっとも基盤的な要素であるデータベースの

観点か ら、デ ジタル経済時代に対 する産業界 の対応のあ り方 を検討すべ く、活動を続 けて

きたものである。

従来 からも産業 におけるデー タベースの構築 ・活用は、企業経営や産業の効率化 と高度

化を進めるもの として様 々な投 資が行われて きた。 しか しイ ンターネ ヅ ト等情報面での環

境変化が、企業経営 の仕組みその ものの急速な変革 を促 して いる現在、 これ まで築 き上 げ

て きた産業構造や経営の構造、さ らには経営資源 のあ り方等 を見直 し、デジタル経済時代

を迎 えるに当たって、今後の グローバルな経済活 動の方向を見定めつつ、不足 してい るも

のは補い、新たに構築すべ きものは、機 を失することな く対応 しなければな らない。

一方、情報技術 の進展 も著 しく、データベースの構築利用 に際 しても、知識の積み重ね

を支援 するナ レッジ ・マネジメン トや、蓄積 したデータか ら新 たなデー タを創出するデー

タマイニング等の新たな手法 が実用化されている。アメ リカのデジタル経済 の現場ではこ

れ らの情報技術の適用が大 きな貢献 を してい ると報告 されている。産業 データベースにつ

いて も、情報資源 としてその価値 を見直 し、新 たな情報技術の適用可能性 を検討 し、わが

国が直面 しているデ ジタル経済における位置付けを評価 する必要がある。

ところでデ ジタル経済下での産業 データベースのあ り方を論ず る前 に、まず最近のデ ジ
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タル経済への対応 を具体化 した企業 活動の事例を、後述す る各論の前提 となる現状 と して

紹介 したい。

コンビニエ ンスス トア業界ではイ ンター ネ ットを経 由した電子商取引(EC)へ の取 り

組みが一斉に始 まってい る。コンビニを活用するECは 、イ ンター ネ ヅ ト上のEC専 用W

ebサ イ トと店頭決済の連携、店頭 に設置す るマルチメデ ィア端末 によるコンテ ンツ販売

が軸になる。

セブ ンーイ レブン ・ジャパ ンは日本電気、野村総研、 ソニーな ど8社 と合弁で新会社 「セ

ブン ドリー ム ・ドッ トコム」を2000年6月 に設立 する。セ ブンーイ レブンは全国に8

000を 超 える店舗 を持 ちわが国コンビニ業界の トップであ る。新会社設立時か ら店 舗で

商品を引 き渡 し出来 る専用ECサ イ トを開設 し、購入 した商品を店頭 で代金収納 ・引渡 し

を開始する。10月 か ら2001年5月 までに全店へのマルチメデ ィア端末設置を行 う。

業界第2位 の ロー ソンは7200の 店舗を有 しているが、1999年11月 にECサ イ

ト「@ロ ー ソン」を開設 して音楽 ・映像 ソフ トの販売 を開始 し、2000年3月 にはECサ

イ トで購入 した商 品の店頭 における代金収納 を開始する。さらに同社は、ECを 手がけて

いる数十の企業 と提携 し、商品受け渡 しと代金収納の中継所 として全国の店舗 を活用 すべ

く、呼びかけを始 めた。

ロー ソンにとっては店舗 を利用 する企業か ら手数料 を受け取れることに加 えて、来客数

の増加 が期待で きる。提携先の企業 に とっても、ネ ヅ トワークで受注 した商品 を直接 宅配

する ことに加 えて ロー ソンの店舗 を利用で き、利用者 の増加 と配送コス トの軽減 を図 るこ

とが出来 る。利用者 にとっては夜間 も営業 してい るコンビニは立ち寄 りやす く、インター

ネ ッ トでのク レジ ッ トカー ドによる決済への不安を免れ ることが出来 る。ロー ソンでは書

籍、パ ソコ ン関連商品、 おもちゃ等幅広 い商 品を取 り扱 う企業 と提携 し、コ ンビニを電子

商取引のインフラと して位置付けたい としている。

この他 に も、 ファ ミリーマー ト(5500店 舗)、 サ ンクスァ ン ドァソシエイ ッ(25

00店 舗)、 ミニス トヅプ、サークル ケイ ・ジャパ ン、ス リー ・エ フの5社 も連合 してE

C事 業を進め る体 制を固めている。 日本のECは アメ リカに比べて遅れてい ると言われて

いるが、 コンビニの動 きはわが国におけるECの 起爆剤 として期待 されている。

家庭用ゲーム機 第1位 の ソニー ・コンピュータエ ンタテインメン ト(SCE)が 「プ レ

イステー ション2」 を2000年3月 か ら発売 した。発売か ら2日 間で100万 台売る 目

論見だが、「プ レイステーシ ョン2」 その ものでは赤字を見込 んでいる と言 う。その狙 いは

「プ レイステーシ ョン2」 を、家庭にゲームや映画ソフ トなどのコ ンテンツを ビッ ト配信 す

る環境整備 と目指 してい るか らである。

わが国で は高い通信 コス トがネ ッ ト利用 を妨げてい ると指摘 されてい るが、接続時間制
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第1部 加速するデジタル経済と産業データベース

限が無 く定額制のネ ッ トワー ク接続 サー ビスが始 まろうとしてお り、最近発売 され るマ ン

ションには管理費にインターネ ッ ト接続料 を含んだ り低額の支払 によ り無制限接続つ ま り

つな ぎ放 しを売 りに しているものがあ る。アメ リカの ように、低 コス トさらには無料でネ

ットワークを利用で きる日が近づ く勢 いであ る。

通信 回線のつなぎ放 しが実現で きる と、資本 ・規模が勝負である現在の競争社会 とは異

なった ビジネスモデルの可能性が見 えて くる。昨年800万 枚以上のCD売 上で 日本記録

を塗 り替 えた宇多田ヒカルの前で は、かって隆盛 を誇 った演歌は見 る影 も無 い。調査会社

オ リコ ンのヒッ トチャー ト百位 に入 った曲の うち、演歌関係 の売上は1993年 度の77

1万 枚 か ら1998年 度 には318万 枚 に激減 している。 しか し、昨年4月 に山口県の農

民、大泉 逸郎が歌 う「孫 」は、予想外 の ヒッ トとなった。歌 に込めた思いが同世代の共感を

呼び、 ロコ ミか らカセ ットテー プ、さ らにはCDへ と広がったとい う。

これは、資本の力で売 りま くるだ けが道 ではな く、少数派 も共存で きることを物語 って

いる。昨年、音楽CDの ネッ ト通販 を始めたデ ジタルガレー ジでは発売か ら1年 以上経 っ

た旧譜 が全売上の7割 を占めてお り、街のCD店 では新譜が7割 を占めてい るの と逆の現

象が起 きている。店では欲 しいCDが 見つけに くく買いに くいが、 ネ ッ トで検索 して簡単

に探す ことが出来、見つかれば簡単に注文 し、実物が宅配で家 に送 られて来 る。前述の「孫」

を売 り出 しているテイチクエ ンタテイ ンメ ン トでは「熟年 を含 め、誰 で も簡単 に安 くネ ッ

トを利用で きる 日が くれば、販促 は一変する」と期待 してい る。「プ レイステー ション2」

はその基盤 とな ることを目論んでい るのである。

2.デ ジタル経済の展望

2.1台 頭 す るデ ジ タル ・エ コ ノ ミー

アメ リカの商務省か ら「デ ジタル ・エ コノ ミー」に関する報告書 と、そのデー タ更新版で

ある「デ ジタル ・エコノミーII」が相次いで出版 され、1999年 にはわが国で も翻訳本が出版

され話題 になった。今 まで、E－ コマース と言われていた情報化の対象分野が、エコノ ミ

ーの概念 にまで拡張 され、イ ンターネ ッ トを使 った経済 として位置付 け られている。アメ

リカでは インターネ ッ ト等 によるデ ジタル ・エコノ ミーの活性化 がアメ リカ経済 を引 っ張

っていると言われてお り、 これを取 り上げた関連図書がアメ リカで次々 と出版 されてお り、

日本でも一部が翻訳されるに至 っている。

この「デ ジタル ・エコノ ミー」とい う報告 は、1997年 にホ ワイ トハ ウスか らでた「地球規

模での電子商取 引のための枠組み」とい う提案 か ら議論が始 ま り、経 済分析 とケーススタ

デ ィを行ったものであるが、その内容を紹介する。
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情報産業 の経済 的位 置付 けが高ま り、情報技術関連投資のGDPに 占める割合が急増 し

ている。1985年 は4.9%だ が1998年 には82%、 実質は約15%と なっている。デ ジタル ・

エコノ ミーを動かす要因は、イ ンターネ ッ ト網の構築、企業間電子商取引、財 ・サー ビス

(無形財)の デジタル配送、有形財 の小売の4つ である。 アマゾン ・ドッ ト ・コムに代表

され る有形財 のイ ンター ネッ トを介 した小売がデジタル ・エコノミーを推進 している。

企業 間の電子商取引は、購入費用の低下、在庫の削減、サイクルタイムの縮 小、効 率的

な顧客サー ビス、販売費用の低下、新たな販売機会 の発生 をもた らし、アメ リカでは、E

－コマー スが新 しいマー ケ ットの拡大 に寄与 している。(日 本でも同 じこ とが言われてい

るが、E－ コマースは 日本経済の成長に寄与するには至っていない。)

財 ・サー ビス(無 形財)の 配送では、ソフ トやCDの デ ジタル素材 、雑誌記事、ニュー

ス報道、株、航空券、保 険な どの売 買が 日常的に行われ、商品売買がパ ヅケージされたも

のか らデジタルサー ビスへ と移行 している。

デ ジタル経済時代の進展は、企業活動のみな らず消費者の行動 にも、SOHOの 様 に労

働の形態 にも画期 的な変革 をもた らすだ ろう。 しかも注 目すべ きは、コ ンピュータや情報

ネ ッ トワーク上に構築される仕組みや情報は、共通の基盤や環境 を持つ もの として、企業

や国の枠 を越 えてグローバルな構造へ と展開されて行 くものである。

具体的ケースの例 として、D皿&Bradstreetを 紹介する。同社 は西部時代に信用情報 ・

金融情報 を投資家 たちに伝 えるために始 まった会社であ り、企業情報、マーケテ ィング、

調達、管理委託、意思決定助言サー ビスを提供する世界有数の企業 となっているが、 同社

はさ らにインターネ ッ ト上で「新 たな事業空 間を組織する」ことを 目標 に している。「D-

U-N-Sナ ンバー」 には世界 中の4600万 企業 が登録され、政府や標 準化機構が企業の

確認証明 をオ ンラインで利用 している。データベース「企業標準 レポー ト」は買い手を評価

するための信用 ・リスク管理 レポー ト、売 り手を評価するための購入製品 レポー ト、有望

市場 を評価す るためのマーケテ ィング レポー トか ら成 り立っている。「金融ス トレス ・ス

コア」は企業が今後12ヶ 月の間に倒産 する可能性 を予測する統計モデルで、データマイニ

ングが使われている。

同社 は従来か ら専用回線や オフライ ンで特定の顧客 と取 引を してい たが、イ ンターネ ッ

トに新たな事業空間 を組織す ることによ り顧客層が変化 した事が報告 されている。企業 イ

ン トラネ ッ トと接続する ことによ り、 これまでは顧客企業 における調査部門等の限 られた

部分の人 しかD&Bの 情報 に接 していなかったものが、一般社 員等多 くの人がデス ク トッ

プよ りア クセスするようにな り顧客数が著 しく増加 した。 もちろん価格 を下げたことも効

果 があったが収益は これ を上回った と言 う。「D-U-N-Sナ ンバー ・システム」 を公

開 し、顧客の企業 プロセス との高度 な統合化、データ収集 ・人件費の削減が実現 された等
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の便益がインターネ ッ ト化によって得 られた。今後 も同社 は、 自社の事業が標準 レポー ト

の発行か ら個別化され たサー ビス(個 々の顧客 にとって意味ある情報の収集、評価、蓄積、

提示の提供)へ と進展する と考えてお り、2000年 を越 えた時点で事業の半分以上がインタ

ーネ ット経由となる と見てい る。

2.21T導 入 による企業経営の変化

コンピュータとネ ッ トワークの発達 により、企業 のみな らず個人において もデ ジタル化

された大量のデータを容易に取 り扱える状況 になっている。このコ ンピュー タの高性能化

とデータ成長のパ ラ ドクス との闘いが、現在のデジタル経済下 における、経営課題 ソ リュ

ー ションのポイ ン トとして位置付け られている。

最近のキーワー ドとして、オン トロジー、測定評価学、交渉エージェン ト、組織学習が

あ り、 またデータマイニ ング とテ キス トマイニングを下位概念 として持つデータ ウエアハ

ウスが注 目されている。このような新 しい概念が出現 していることは、デジタル時代 にお

ける新 しいビジネスモデル を創 り出す機運を物語 っている。恐 らくこの新 しいモデルは、

新たなソ リューションモデルを意味するのではな く、新 しい発見の技術 によ り、巨大 なデ

ー タに紛れ込んで しまった問題を、発見することが出来 るのではないかと考え られて いる。

この背景には、これ まで紹介されて きたパ ッケー ジ型統合業務 ソフ トが、必ず しもうま く

い っていない という現状があると考え られている。

そのひ とつ としてERP(業 務統合EnterpriseResourcePlanning)が ある。代表 的

なIBMのERPパ ヅケージでは、ERPに っいて「基幹業務系情報システムERPと は、

購買、生産管理、在 庫管理、販売物流、財務会計 とい った、企業 の基幹業務 を対象 と した

アプ リケーション ・ソフ トウェアの総称であ り、パ ッケー ジを活用 した統合基幹業務 シス

テ ムにより統合化 された情報や生データが リアルタイムに活用で きる」と紹介されてい る。

導入のメ リッ トして 「従来型の業務系アプ リケー ションパ ッケージは、特定の業務 のみ

を対象 としていた。ERPは 、企業 の基幹業務全体をカバー し、統合デー タベースに よっ

て各業務 間の連携 が図 られ る。」 と説 明 してい る。データベースも自分 の役 に立つデータ

のみ を集積 するのではな く、基幹業務全体 をカバーす る統合データベースを作 り出 してい

く。 このための手法 と してテキス トマイニングやデータマイニ ングを活用 している。

しか し、 日本では実際 にこれを導入 して生産性 が上 がった、 とい う話が少ないのはなぜ

だろうか。「メインフレー ムの会社 に誘われて導入 したが うま く働かない」、「維持管理す

るのに人手ばか りかかって しまう」という話 を聞 くこ とが多い。ERP導 入の根底に横 た

わる、 ビジネスシステムの改変に対する対応の遅れ、ない しは拒絶の姿勢が見 え隠れす る。
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一方、PCWeekに よ る と主 要ERPベ ンダー 各社 は、バ ヅクオ フ ィス っ ま りイ ン トラネ

ッ トと電 子商 取 引 を シー ム レス にERPで 繋 いで い こ う と準備 をすす め てい る。SAPAG、

Oracle、Baanの 各社 はERPと 電子 商 取 引を密接 に連 携 させ るた めの ミ ドル ウェア、 フ'

ロ ン トエ ン ドア プ リケー シ ョン、 ツー ル キ ッ トを含 む 戦 略 の最 終仕 上 げ にか か ってい る。

IBM、 マ イ ク ロソフ トも同 じ動 きを してい る。Oracleは ビ ジネ ス プ ロセス をデ ザ イ ン し、

メ ッセー ジ ブロー カ用 の ルー ル を生成 す るた め、 同社 のモデ リング ヅー ルで あ るDesigner

の統 合 を行 う と してお り、このメ ッセー ジ ングアー キテ クチ ャはOracleApplicationServer

に も統合 され る。BaanはMicrosoftのSiteServerに 対応 した3つ の ア プ リケ ー シ ョ ンで

構 成 され 、現 行 の カス タ マー にはス タ ン ドア ロンで販 売 さ れ るE-Enterpriseス イー トを

公 開 した。 コ ンポ ーネ ン トの一つ で あるXMLベ ース のE・CollaborationはEDIの 代 替 技

術 と して 利用 で き る。 ア メ リカで はERPが 積極 的 に活 用 されて 経営 効 率化 に寄 与 す る の

み な らず、統 合 デ ー タベ ー ス とデ ー タマ イ ニ ング に よ り今 まで気 づ か な か ったル ー ル を発

見 す る に至 って い る。

もう一つの例 としてBPR(BusinessProcessRe・engineering)を 取 り上げる。BPRの

や り方 としては一般 的に、強力な仮 説を認識 しそれ を検証 しなが ら抜本 的革新 に結びつけ

るという、帰納 的なアプローチがとられる。 このなかで、ABC(活 動コス ト分析)手 法、

SWOT(強 み、弱み、機会、脅威)分 析 が使われる。現実世界の さまざまな手法 をコ ン

ピュータの上で適用 し、現実世界では得 られない解 を導 き出す ことで、 ビジネスプロセス

をリエ ンジニア リング してい く。代表的な国産ソフ トとしては 日立のGroupmaxと いうグ

ルー プウェアがある。これは、 日本型BPRと 称 してお り、アメ リカの ビジネスモデル に

適用 されているBPRを 日本 に適合 させ たものとされている。その特徴は、階層組織 に対

応 した情報管理、帳票処 理をそのまま電子化 、現行の仕事の流れを生か して 自動化 を進め

るとい うコンセ プ トで開発 した点にあると説明されている。

これ を導入す ることによ り効率の向上は期待できるが、今求 められてい るリコンス トラ

クションとい う考 え方か らは疑問の点がある。 リコンス トラクション とは哲学の世界 の言

葉であ り、ヨー ロッパ近代の理性 を中心 とした考 え方による哲学体 系の遺産 を一度壊 して

創 り直そ うとい う考え方である。 この考えが ビジネスの戦略の 中に入 り、「従来 型の経営

環境はイ ンターネ ッ トの世界にな って明確 に変わって しまった。 これを従来型 の ビジネス

モデル を単にデ ジタル化 したのでは ビジネスチャンスは得 られない。 これ までの経営資源

の中で、有効 なもの以外 は壊 して しまおう」というのが基本 となる考え方である。

リコ ンス トラクションで失敗 した有 名なケースはア メ リカの百科事典 であ るエ ンサイ ク

ロペディアブ リタニカで ある。同社 は1990年 代 まで百科事典 として大 きな売上 を誇 っ

てお り、印刷物 をセール スマ ンが売 り歩いていた。 これに対 してマイ クロソフ トはエ ンカ

ルタというCD-ROM版 の百科事典を出 した。エンサイクロペデ ィア ブリタニカもCD
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－ROM版 を出 して対抗 した
。 しか し、Windows95を 買うとエ ンカルタがついて くるの

で、コンピュータユーザーを中心 として市場 を席巻 し、エ ンサイクロペディアブリタニカ

はまった く売れな くな って しまった。

この とき、百科事典戦争 とい う見方がされがちである。つま り、200年 の歴史を持つ

エ ンサイ クロペデ ィアブ リタニカ対3流 出版社が作 り販促用 として使われていた百科事典

との対決 とい う見方を して しまうが、 リコンス トラクションの視点ではそうではない。ア

メリカの家庭が重厚長大な百科事典 をこれ まで買っていた理 由は、子供連 に対する教育的

配慮であ った。つま り、家の本棚 に どっ しりした事典 を置いておけば子供 に とって良い影

響があるはず だという考え方であ った。 しか し、エ ンサイクロペデ ィアブ リタニカに とっ

ての脅威 は新 たな別の百科事典で はな くパー ソナルコンコンピュー タであった。親の子供

に対 する教育的配慮の内容が変化 し、百科事典を買 うよ りはパーソナルコンピュータを買

った方が子供 によいと考えるようになった。百科事典対決 と言 う伝統的な見方ではな く、

百科事典対PCと いう見方 をするのが リコンス トラクションである。バ リューチェー ンを

見直 して真 の敵 は何 か を見 つけ て い くの が リコ ンス トラ クシ ョンで あ る とす る と、

Groupmaxの 言 う日本型 と言うもの、つま りこれまでのものをそのまま生かそうとい う考

え方が果 たして役に立つのか疑 問 と言える。

2.3企 業経 営 とデ ータベ ース

企業経営 における情報 システムの活用は、業務の改革を図 り、企業の再組織化 を実現 す

るBPRに 向け られている。業務の流れ を分析 し、 目標達成のための最適 なシステムの構

築 とともに業務体制 を立て直 し、全社的な情報システ ムによ り情報共有を実現 し、業務の

効率化 を進め る。つ ま り、企業の経営環境変化 に対応するため、全ての情報 をデータベー

ス化 し、情報 システム とネヅ トワー クを活用する必要があ り、併せて業務 の進め方 も組織

のあ り方も改 める必要が認識されている。

この「IT革 命」、つま り「ITが もたらす急激な変革」は、 これまでは基盤技術 を中心に

語 られ、インフラ技術 の革新 とされて きたが、その本質はITの 質的変革、つ まり、基盤

技術の進展によ りネッ トワークやデータの利用技術が飛躍的に革新 することである。 この、

ITソ リュー ションを実現するヅールが次々 と登場 している。見込み客の発掘か ら納品後

の保 守 サ ー ビ ス まで の 顧 客 情 報 を 一 元 管 理 す るCRM(CustomerRelationship

Management)、 電話 とコンピュー タを融合 し、様 々なデー タベース と連携 して情報を処

理 するCTI(ComputerTelephonyIntegration)、 前述のERP、 後述 するナ レッジ ・

マネジメン ト等である。

こう したツールの基本は、価値あ る情報の蓄積 と活用、データベー スと しての活用が基

本 とな る。最近に至 るまで、デー タベー スの導入 ・活用 にあたっては、データがコンピュ
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一タ可読である とともに、効率的な検索 に対処するため原データの二次 的編集 を必要 と し

た。 しか し、今 日ではイ ンフラ技術の革新によ り原データをその ままデータ ウエアハ ウス

に格納 し、データマイニ ングを駆使 して必要 なときに必要なデー タを即時に取 り出 し、加

工編集 し、企業戦略の意 思決定 ツール として活用することが可能 となった。さ らに、 ナ レ

ッジ ・マネジメン トの項 で記述 するように、商用データベース等の外部データベース と連

携 活用することによ り、一層の効用を生む可能性 を持つに至 っている。

現在、 アマゾン ・ドッ ト・コムは画期 的な事業 を拡大 してお り、 これまでの書籍、CD、

DVDか ら間 口を広 げDIYの 道具や ドラッグス トアで売っているもの までネ ッ ト通信販

売 してい る。 アマ ゾン ・ドッ ト ・コムのデー タベースは巨大化の一途を辿っているが、そ

の積極 的な活用 も進 んでい る。例 えば、アマ ゾン ・ドット ・コムで本を買うと関連書籍 情

報がデータマイニ ングに よ り抽出され、消費者に推薦図書 として情報を送 りつけて くる。

データベースの中のデー タがさらに新 しいデータを作 り出 していると言える。これが まさ

に新 しいデー タベースのあ り方であると言 ってよいであろう。これ らは、 コンテ ン ト、 コ

ンテ ン トの置かれたコ ンテキス ト(従 来 どお りの もの、又は リコンス トラク トされたもの)、

コンピューテ ィングとネ ヅ トワー ク、デ ジタル経済への戦略 と戦術を統合 したもと考 えて

よい。これか らこれ を日本の産業 にどう実装 するか、そのコ ンセ プ トを固めてい くのも重

要な課題 となる。

3.進 展 するデータベースの技術基盤

ソフ トウェアパ ッケー ジ導入の課題 と して、海外パ ヅケージがわが国企業 に適合せ ずカ

スタマイズ してい ることが多いが、その根本 には終 身雇用 とい う制度があ ると言 う指 摘が

ある。つ ま り、労働 の流動性 が低 いこれ までのわが国では、何かわか らな くなって も社内

には知 っている人がいる とい う前提で制度 ・処理手順 が構築 されてきた。欧米では労働の

流動性が高 く、職務の範 囲や処理手順の規定がない と組織 が成立 しない。このための シス

テム ・パ ッケー ジが出来 て くる。 しか し、 これを日本 に持 ち込 もうとす ると解 り切 ってい

る事 を事細 かに指定 ・定 義 していかな くてはな らず、面倒であ り、制約が多い と言うもので

あった。 しか し、日本 も労働 流動性 が高 まって きてい るのは事実である。労働者の企業 に

対 する帰属 意識 も相対的 にな ってお り、企業 も終 身雇用を維持で きる体 力がな くな って き

てお り、対応策 の確立に直面 している。 日本の雇用環境におけるこれ までの常識 を前提 と

せず、欧米の システム ・パ ッケー ジに具体化 されている労働 者 と組織 のコ ミュニケー ショ

ン関係 につ き、真剣に検討すべ きと言える。

欧米では情報技術の点 か らデー タベース を活用すべ く手法が研究され、現実への適用 が

進め られてい る。デジタル経済 の時代 にあっては、その活用が企業の優位性 を左右するま
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でになってい る。以下では、最近話題になってい る技法 と して、 まず、組織 内におけるノ

ウハ ウの蓄積 についての手法であ るナ レッジ ・マネ ジメン トについて現状 と展開 を報告 す

る。次 に、蓄積されたデータか ら如何に有用な情報 を抽 出す るか につ き、デ ータマイニン

グについて報告する。なお、 これ らの詳細にっいては、第3部 資料編で記載 している。

3.1ナ レッジ ・マネ ジ メ ン ト

ナ レッジ ・マネジメン トの定義 は、組織 内における情報共有の手法 ・方法論であ り、 そ

のためのITの 適用で あるとも言わ れてい る。情報共有の環境 を技術 的に作 ってい くこ と

は難 しくは無いが、問題 は人 とシステムが絡む運用である。情報 を共有するためには、情

報 を持っている人が 自分の情報 ・ノウハ ウ(こ れを暗黙知 と言 う)を 他 人と共有 するため

に提供 しな くてはな らない。 しか し、 自分が知 っていて、その ことが 自分の優位性 を保 っ

てい ることにつ き、他人 と共有する とい う考 えや行動 に出に くい、積極 的には 自分 を仕 向

け られ ない とい う感覚が働 くと言われて いた。しか し、環境 の変化が速 く情報伝達が瞬時

に行われる現代 にあっては、 自分 が本来、身に付 けてい る情報 ・ノウハ ウもどん どん陳腐

化 して い くのは避 け られず、その優位性 をかつてほ どは長 く維持で きない。む しろ、情報

共有の環境が整 っていれば、 自分 の情報 を積極的 に出 して、他の人か ら供給 される情報な

い し暗黙知を 自分な りに装備 してい くほ うが賢い行動だと言われている。それで も現実 に

は、情報共有のために 自ら自分の暗黙知 を形式知化 してい くプロセスに積極 的にな りえな

い面があ るので、 これを誘導する仕 組み を様 々な企業で整えてきている し、 その事例 が報

告されて きてい る。

ナ レヅジ ・マネジメン トは 「ナ レッジク リエーシ ョン ・カンパ ニー」で知 られる野中郁

次郎(元 一橋大学教授)が 概念 を整理 してお り、暗黙知か ら形 式知へ、形式知をさ らに次

の知識創造へ と、スパイラルモデル として示 している。暗黙知か ら形 式知へ という課題 は、

企業 の内部の情報つま り知識資源 を如何 に構築 し得 るかに焦点を当ててモデルに組 まれる

ことが多いが、実際の組織の活動では内部の知識 資源だけではな く、外部の知識資源 を多

く利用 している。当然なが ら外部 の知識資源の多 くは形式知である。む しろ形式知 を利用

する環境 のほうが、内部の知識を暗黙知か ら形式知 に高める仕組み よ りも現実的にはな じ

みが深い。外部の情報環境 に接 しながら、内部の情報環境の利便性 を高めてい くというの

がナ レッジ ・マネジメン トの一つの 目的あるいは戦略的な課題 の解決 になる。

っま り、内部の情報 だけではな く外部の情報 との統合 をナ レッジ ・マネジメン トは 目指

すべ きと言える。内部 の暗黙知を効果的な形で形式知 に して、新たな知識創造 に結び付 け

てい く視点だけではな く、外部の もとも と整 え られた形式知を内部のナ レッジ ・マネジメ

ン トモデルの中に統合 的に組み込む、内部知あるいは外部知 を意識 しない、シー ムレスな
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形で利用で きる環境 こそが本来的なナレッジ ・マネ ジメン トの概念モデル となる。内部情

報の利用 と、外部情報の活用が1つ のチャネルにア クセスす ることに よ りすべてそこで間

に合 うという環境 こそが、理想的に望 まれる。

ナ レッジ ・マネジメン トの企業等組織にお ける適用はアメ リカでは一般化 していると言

われてい るが、様々な課題 も生 じて きている。情報共有の意識の面で個 人のかかわ りが ど

うなのか、制度的な面、 インセ ンテ ィブの面で様々な報告がある。 ヒュ ーレッ ド・パ ヅカ

ー ドでは、イ ンセ ンティブを与えるためポイ ン ト制を導入 している。 つ まり情報共有環境

に 自分の知識 を提供 する と何ポイ ン ト、情報環境の中か ら知識を自分 の業務 に生 かす と何

ポイン ト、 自分が提供 した知識を他の人が利 用 した ら何ポイ ン ト、 とい うようにポイ ン ト

が貯 まっていき、 これに対する褒賞制度 を設定 している。個人にとって、行動の成果が直

接的に見 えない とイ ンセ ンテ ィブは起 きないのであろう。

人材の面でも、情報利用環境 を整 えた とき、誰がサポー トし、誰がよ り良い環境 にバ ー

ジョンア ップ してい くか という問題の指摘がある。専任の部署やスタ ッフを置 くか置かな

いか、新 しい環境 にバー ジョンア ップしてい くときにこの環 境を十分 に使い こなすための

トレーニ ングをどうや ってい くか、習熟 するのにやさ しい手順で覚え られるよう工夫する

必要があ る。

情報共有することと、業務効率 との トレー ドオフの点で も問題がある。営業 マ ンの営業

日報の共有化 を考 えたとき、その入力を簡単 にで きるよう仕組みを作 ることはで きるが、

営業 日報 に記載 する作業 がそれほど大き く軽減 されるわけではない。一方、営業 日報のデ

ー タの蓄積 によるデータベース有用性の点では、重要なデータである得意先の担 当者の名

前が異動 によってある時点で使えな くなると言う問題が生 じる。デー タの更新を絡める と、

利便性 を維持 してい くのは大変な作業である。 このことはナ レッジ ・マネジメン トのナ レ

ッジ全般 にいえることであ り、蓄積 したデー タの価値 の変化(バ リューサイクル)を 意識

した システムない しはモデルを考え る必要がある。情報 を適切 に探 し出 して利用で きるこ

とと、あふれす ぎた情報 か ら適切 に配置 され るものだけが残 っている、ある適正な規模 の

スケール を保 ちなが らナ レヅジ ・マネジメン トのシステムが進化 してい くというモデル を

考え無ければ、持続 して このモデルが有用性 を保つことにはな らないであろう。

一方、 デー タベー ス ・ビジネス としてナ レッジ ・マネジメ ン トを視野 に入れ た例が紹介

されてい る。 この業界で は環境の変化、勢力の変化が激 しいが、技術革新の進化 によ り競

争優位の関係 が変わ って きている。ダウジョー ンズイ ンターラクティブ(DJI)は ビジ

ネス系のデータベースで ある。従来 のオ ンライン ・データベース時代では ビジネス系の コ

ンテ ンツを中心 としていたが、競争相手であるNEXISと の競争に勝 てず低迷 していた。

しか し、イ ンターネ ッ トでWEBの 環境 に切 り替 え、検索 エ ンジンを一新することによ り
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利用者 の利便性が非常に高 まり、大 きなユーザー数を獲得 して、競争力の優位環境が逆転

した。

DJIは アメ リカを中心と して英語圏をマーケ ッ トに して、5000種 類 くらいの コン

テンツをカバー し、 ビジネスの情報ではほ とんどここで検索 ・入手で きるという利便性 の

高いデー タベースを提供 している。一方、英国のロイターが同 じコ ンセプ トのビジネスで

あるロイター ビジネスブ リーフィング(RBB)を 展 開 してお り、コ ンテ ンヅの数では4

000く らいをカバー している。RBBは ヨーロ ヅパ を中心にアジア、多言語対応 を売 り

に多国籍 に強い という側面 を持 っているが、当然 カバーす る分野はDJIと 競合する。一

方、ユーザー にとってはDJIとRBBで コ ンテ ンツとして重な り合 うのもあ り、ユニー

クなもののあるので、両方をOneStOpで 使 えないかというニーズがある。これを踏まえ

て、1999年1月 か ら両者の交渉が始 まり5月 にDJIとRBBが 統合 するこ とが決まった。

彼 らが 目指 してい るコンセ プ トは、デー タベースの ジャイア ン トを作 ることではな く、

ナ レヅジ ・マネジメ ン トの環境 を提供することである。つ ま り、7000の コ ンテ ンツを

個別ユーザーの環境向けにカスタマイズすることをビジネス と して考えてい る。つま り、

外部の形式知 を非常に秩序 だて、ユーザーニーズに合わせた形 でカスタマイズするビジネ

スを考えている。外部の形式知はDJIが 提供するので、個別のユーザーが個別の組織の

中で情報源、暗黙地を形 式知にす るプロセス を含 め、形式知化 された内部の情報資源 と外

部の情報源が提供するコンテ ンツをシーム レスに利用する環境を作 る手伝い をするのがD

J/ロ イターズの統合 ビジネスのサー ビスである。企業 にお けるナ レッジ ・マネジメ ン ト

の経営手法に対 する解決策 として、 自分 たちのビジネス展開のモデルの中に見出すという、

ベ ンダー としては戦略的な視点である。

3.2デ 一 夕マ イニ ング

デ一夕マイニングとい う言葉 が様 々な場面 で聞かれ るようになってい る。その手法 と し

て、決定木、回帰木、アソシエー ションルー ル、 クラスタ リングつま りデー タの分類 、ベ

イジアンモデ リング、重回帰分析等、機械学習や統計、人工知能の分野で開発 された手法

/技 術が使われてい る。従来は処理 時間や計算精度の点でデー タマイニングの実社会 への

適用 が限 られていたが、近年の情 報技術の進展 によ り、電子計算機 のデ ィスク容量や計算

パ ワーの増大が著 しく、その応用分野が広が っている。実際の応用 としては、商品間の関

連購 買、つま りどの様 に商品を配置する と売上げ に効果があ るか、顧客 のグルー プ分 け、

っま りロイヤルカスタマ と言われ る顧客 グループを抽 出 しダイ レク トメールを送 る、 ウィ

ザー ドヘルプ と言われるマイクロソフ トオフィス を使 うと出て くるヘルプや ウィザー ドの

設計 と言 う例 が注 目を浴びている。
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データマイニ ングの手法の一つ として決定木(デ シジョンヅ リー)が あ る。病院で患者

のデータがあ り、心臓疾患の有無 に関 して判別するため、データか らなん らかの規則性 を

見つけたい。「もし_な ら、_で ある」 とい うif-thenル ールを適用 しこれを辿る事によ り

判別、つ まりクラス分けの比率 が高 くなると、このパ スが疾 患の特徴 を表 している事 にな

る。母集団を属性 によって分割 してい き、最終的にほ とん どが 目的を達成する[属 性の組

み合わせ]を 抽出する。 この手法は良 く使われてい るが、実 際のデータでは決定木の ノー

ドの数が数百 ・数千にな り決定木の意味解釈 が難 しくなる。未知のデータが きた時に分類

はで きるが、 その背後に潜む病気の原因 とか知識の表現 と しては不適切 であ る事が指摘 さ

れている。この対処策 と して人間が理解 しやすいルールをいかに作 り出すかの研究が進ん

でいる。巨大 な木 を作れば精度は上 げられ るので、いかに知識を発見する、見える、読め

る、理解で きるものを出すかが、最近の トピックである。

ア ソシエーションルール も手法の一つで、 日本語では結合ルール と言われ 「Xが 観察 さ

れた ら、Yが 発生する」 とい連想ルールを抽 出する。確率的に優位性のあるものを枚挙す

るのが難 しい問題であ る。例えば 「定期 口座有無がNoで あ る(X)な ら、カー ドロー ン

延滞有無がYes(Y)で ある」 とい うルール を発見 する。 このルールを評価 する尺度 とし

てサポー トと確信度 を導入 している。サポー トはXもYも 満たす確率で、 アソシエーシ ョ

ンルールを適用できる範 囲を示 している。確信度は条件付 きの確率で、Xが 満たされた時

にYは どの くらいの確率であったかで、ルールの信頼度を表す と言 ってよい。

決定木の枝狩 り、つ ま り不要な枝の探索 を行わないようにす ることを効率良 く行 うアル

ゴ リズムが考え られ、数百万件が収録されているデータベース に問い合 わせを した時で も、

全てを探索するのではな く、 よ り少ない件数の組み合わせ をあ らか じめ計算 してお き、 こ

れ を使 って効率良 く検索 するこ とが出 きるようになった。

デー タマイニングの適用例はアマゾン ・ドッ ト・コムで も言及 したが、わが国で もカー

ド会社 のダイ レク トメール対象者選 出が報告 されている。 これは、2年 半の売上 げデータ

を用いてアソシエーションによ り会 員の加盟店利用パ ターンを分析 したものである。実 際

にば数百のパター ンがあ るが、 この中か ら 「百貨店 一ホテル ーレス トランー料亭 ・割烹」

とい うパター ンが信頼度 の高い もの として抽 出された。つ ま り、「百貨店 一ホテル ーレス

トランー料亭 ・割烹」で利用 している会員はこの加盟店を利用す る可能性が高い とい うこ

とが判明 した。このパ ター ンで利用する可能性の高い会員の属性 を分析 し、会員をセ グメ

ン ト化 し、ダイ レク トメールを発送 したところ通常の3倍 の レスポ ンスがあった とい う。

関心の無 いダイ レク トメールは不評を買 うのみであるが、会員の特性 に応 じた 「個人化 さ

れ た」アプローチは歓迎 され ると言 う例である。
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4.わ が国における産業 データベ ース構築の現状

当委員会ではわが国産業界にお けるデータベース構築の現状 につ きヒア リングを行 って

きた。その詳細 については第2部 で記述 してい るが、 以下では全体 の概要 を報告する。 こ

こで報告するのは、企業 間、つ ま りBtoBの ケースである。デジタル経済 のもう一つの

側面であるBtoCを 支えるのはBtoBそ のものである。 インターネ ヅ トによるパ ソコ

ン販売で急成長 したデル コンピュー タの強 さは、顧客の注文に関する情報を迅速 に社 内に

伝達するERP(統 合業務パ ッケー ジ)ソ フ トの活用 と、部 品メーカーからの確実迅速な

調達 を保証するSCM(サ プライ ・チ ェー ン ・マネジメン ト)の 構 築の二つが柱 となって

いる。BtoBとBtoCの 区別はイ ンターネ ヅ トを利用 する商取引 と言う共通項の上で

意味 を失いつつあ り、大 きな枠組 みの中でEC(ElectronicCommerce、 電子商取引)の

時代 を迎 えつつある。同時 に、業界の枠組み も薄れつつあ り、商品データベースの業界 を

超 えた共用が現実化 してい る。また、わが国のECで はコ ンビニが大 きな比重 を占め、 コ

ンビニを中継点 とした消費者への物流が構築 されると言われている。

大量生産される商品の流通が課題である業界では、業界 全体で共用 し活用することを 目

的 としたデータベースの構築 ・活用が行われている。

加工食品業界 では膨大な数の商 品アイテムの流通を支え るため、2種 のデータベースを

構築 ・運営 している。その一つは、取引先コー ドを収録 してい る「酒類 ・食品全国コー ド

セ ンター」であ リ、 もう一つは商品 コー ドを収録 して いる 「加 工食 品商 品デー タベースセ

ンター」である。「酒類 ・食 品全国コー ドセ ンター」は2000社 を超える企業 が参加 し、

30万 を超える取引先コー ドが登録 されてい る。業界でEDIを 導入 してい る企業の10

0%が このセ ンターを利用 している。また、「加工食 品商品データベースセ ンター」は商

品コー ドとして普及が進 まなかったJANコ ー ドの付番ルールを共通化 し、物流 にも耐 え

るものを確立 した ものである。このセンターは運用が開始 されたばか りであ り、その収支

見通 しが楽観 を許 さないものがあるものの、業界 内のEDIの 高度化 と成果 と して流通コ

ス トの低減、商品開発力の強化、販売戦略立案の効率化 に大いに寄与す るもの と期待 され

ている。

繊維業界ではQR(QuickResponse)、 っ まり、「適切な商品を、適切な場所に、適時に、

適量 を、的確な商品で提供する」事 を実現するため、業界 の体質改善 を目指 し、QRコ ー

ドセンターを設立 している。このセ ンターは、繊維商品の属性情報(ブ ラン ド、服種、色、

サイズ等)を 共通商品コー ド(JANコ ー ド)を キー と して一元 的に収集 ・管理 ・提供す

るデータベースであ り、アパ レル、卸売 り、小売が共通的に利用するシステ ムである。メ

ーカー にとっては商品情報 の迅速 な提供 を、販売に とっては 自社 の商品マスターに活用す

ることができる。繊維業界では、 並行 して業界の川上か ら川下 までを結んだEDIを 実現

26



すべ くTIIP事 業 によ りネッ トワーク対応 型業務 アプリケー ションの開発 を推進 してい

る。QRコ ー ドセ ンターは流通業 において も活用 され、ファッション商 品の流通改善、つ

まり従来 に比べて売れ行 きに応 じた柔軟 な製造 ・販売 と、 よ り精密な需要予測を可能 とす

る効果をもた らしてい る。

日用品業界では商品画像データベー スSP2が 構築されてい る。 日々開発 され る新商品

の画像や文字情報を登録 し、メー カー、卸売 り、小売、関連業種(広 告宣伝、印刷等)が

共 同利用 し、商品カタログの作成、棚割用の商品マスター作成等の作業効率化 を実現 して

いる。例 えば、パソコンを使って画像情報でシ ミュ レーションすれば、現物 を動か さずに

棚割が可能 となる。

これ らの業界 共通データベースで課題 となっているのはその運営で ある。業界 を構成 す

る企業 と して 中小規模 が大 きな比重を占め、情報化 に対する理解、実施 する体力共に問題

があ り、 リーダーである大企業 に依存す る結果 となっている。大企業 に とっては、情報化

投資の リター ンが直 ぐ見えるのに対 し、小規模企業 にとっては 目先 のこ とに追われている

のが現実であろう。わが国のECは 中小企業対策 とも言われている。

一方
、商品データベースや在庫 ・売上デー タベースの充実 によ り、従来はひざを突 き合

わせて行 っていた商談がネッ トワーク上で可能 となってきた。売 り手 ・買い手の相 互がデ

ータベー ス上のデータを確認 しなが ら、提案 し、 シ ミュレー ションを行 うことがで きる。

資材 ・部 品の調達 をネ ッ トワーク上 でオープンに行 うことも一部の企業で始 まってお り、

系列や取引実績 に依 存 しない価格等取引条件 に基づ く市場形成が構築 されようとしている。

一方
、案件ご とに発注 ・受注が行われる業界では、業務効率化 を 目的 と して手作業 や紙

ベースの情報交換 を電子化 するEDIやCALSに 取 り組んでいる。

電力業界 では配電用機器メーカー とのEDIを 実施 してお り、近年は火力発電所 とプラ

ン ト機器 メーカーの間で交換される「技術連絡書」の電子化であるPowerCALSが 進め られ

ている。「技術連絡書」は火力発電所 の様 々なメンテナ ンス業務 に関係 する情報が含 まれて

いる。積み重ねると200メ ーター にも及ぶ膨大な ドキュメン トをデ ジタル化 し、情報交

換 の手順 を標準化するこ とによ り、電力会社 とサ プライヤーの双方の業務を効率化 するこ

とが出来 た。

建設業 において も「建設シンプルEDI」 が構築 されている。建設業では発注者 と受注者

の間で膨大な量 に及ぶ見積依頼等 の情報が何 回とな く交換 され る。従来は フォーマ ッ ト変

換 や書 き換えが必要で あったが、標準形 式を設定 し、これを使用するアプリケー ションを

普及す ることによ り、作業量の軽減 と正確な処理 を実現するものである。
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5.取 り組 むべき課題

5.1デ ジタル経済時代のシステム構築

80年 代中期 までの汎用機全盛時代 に、産業界 では様 々な情報処理 システム とデータベ

ースが構築 された。計算セ ンターを見学 する と、デ ィスク装置の列 と磁気テープ室の大 き

さが、つ まりデータ量が誇 らしげに説明 された。 しか し、その膨大 なデータは どの程度活

用されていたのか、壮大なごみ箱で はなか ったのか、 という反省 が起 きている。デ ジタル

経済時代 を迎 えた今 日、データベース構築上 の大 きな課題 と して取 り上 げな くてはな らな

いだろう。

またシステムの構築にあ たっては、ユーザーが現実に仕事を しているビジネスの仕組み

に対 し、ソフ トウェアパ ッケー ジを導入 する、も しくは これ をカスタマ イズ して使 うとい

う場合 が多 くなって きた。 また開発 にあたってはソフ トハ ウスに作業 を委託 することが通

例であ る。

ここにユーザーの現実の ビジネス環境 と、新 しく導入されるシステムとの相克が生 まれ、

時に 「動かないコ ンピュー タ」の事例を提供 することにもな りかねない。特 に伝統 的に人

間関係 に依存 した ビジネスの仕組みを持 ち、客観性 を持ったビジネスシステムと して構築

されるこ との少ない 日本の産業界では、データベースの構築 に当たっても、個人や組織の

壁を越 えて共通化 する事に、抵抗があることが多 い。 さらに今後企業 間システムが産業界

の基盤 イ ンフラとして整備 されな くてはな らない時代 を迎 え、特 にユーザーの積極 的な対

応の姿勢が、強 く望 まれるところである。

ここでは、ソフ トウェアパ ッケージ導入 にお ける課題 、な らび にユ ーザー とベ ンダー相

互の役割分担のあ り方について考察することとする。

一般 に産業界では
、情報 システ ムの構築 に際 し、欧米か ら導入されたソフ トウェアパ ッ

ケージを使用するケースが多い。 しか し、これを組織全体 に全面的 に導入するのではな く、

部分的にも しくはカスタマイズ して導入する場合 が多い様 に見受け られ る。 またそう しな

い とうま くいかない とも言われている。

パ ヅケー ジは業務処理機能の体系であ り、業務の処理 をするための考え方に基 づ く取 り

決めを、ソフ トウェア として具体化 したものであ る。従 って企業経営 に於ける人間の行動

原理、社会 の価値観等 に根 ざ してい るが、一方では先進 的な情報処理技術によって実現 さ

れるものであ る。つま り、変化 しなが らも個性 を持つ ビジネスシステ ム構造 と、進展 する

情報技術 の接 点が ソフ トウェアとい う商品 と して形になった もの と言 える。ここに個性 を

主張す る業務 の仕組み と、客観的な構造 を主張す るパ ッケー ジとの相 関が生 まれ、様 々な
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問題を提起 している。

わが国の導入例では、ユーザーは ともす ると先進情報技術 に 目をとられ、 ソフ トウェア

パ ヅケー ジが主張する行動原理や価値観 については 「どうせ 日本 と外国 は違っている(も

しくは、他の会社 と自分の会社は違 っている)。 そのままでは導入で きない。先端情報技術

は導入す るが、 自分 たちに とって都合の良い仕組み にカスタマイズす るか、一か ら作 り上

げた方が有効 だ」 と考えてい るのではないだろうか。導入事例は必ず しも十分には成功 し

ていない とい う理由は、 このようなところに潜んでいるように思われ る。

日本人は改良が得意であ る。欧米か ら紹介 された知識や技術 を、最初 は一生懸命学び、次

にこれを身近な実情 に合わせて再編 ・改善 し、名前は同じだが新 たな方式を実践 ・活用 し

成果 を上げたのが戦後のわが国産業界であった。確 かに製造業ではその成果で ある「メー

ド・イン ・ジャパ ン」の製 品が世界を席巻 し、急速な経済成長は世界 中か ら賞賛を浴び、「ジ

ャパ ン ・アズ ・ナンバーワン」 とい う流行語 まで生まれた。

しか し、デ ジタル経済の時代 はグローバル経 済の時代で もあ り、流通 する製品は物ばか

りではな く、 人の行動原 理や社会 の価値基準 に根 ざ したサー ビスや情報 がむ しろ重要 な役

割 を果 たす。 その典型がソフ トウェアパ ッケージ と言 って よいであろ う。つ ま り、新たな

概念 のパ ッケー ジの導入 にあたっては、従来 からのルールにパ ッケー ジを合 わせ るのでは

な く、パ ッケージに合わせた新たなルールを設定する勇気 と行動力が必要なのである。

新たなルールを作 り、 それに基づいた仕事の仕組みを作 り上げるには、そこに働 く人々

の抵抗が強いのが一般的であ る。特 に古い伝統を持 った工場や会社では顕著であ る。新 し

い工場や会社 を作 る ときは、最初か らルール を作 っておき、ルール に則 して経営組織を作

り、工場 もルール を実現 する レイア ウ トや プロセスを設計する事が可能 であるため、成功

するケースが多い という。

日本 の組織にお ける意思形成はボ トムア ップが特徴的だと言われている。 この方式は改

良 ・改善には適 すが改革 には必ず しも有効 とはいえない。新 たな概念 の導入 には、 トップ

ダ ウンによる意思決定が欠かせない。日本ではこの方法は どち らか と言 うと嫌 われる傾 向

があった。 しか し深刻な不況への対応や、現実に海外の圧力を肌で感 じてい る経営者に と

っては、む しろ最近の経 営環境 を、経営指導のあ りかたを改革 する好機 ととらえようとす

る動きもある。

システムを構 築するとき外部のソフ トハ ウスを活用する場合が多い。 しか し、発注 する

ユーザー と受注す るソフ トハ ウス との役 割分担については、 かつての汎用機 時代の惰性が

残 っているように見受け られ、十分 な認識が定着 しているとはいえない。 システ ムの 目的

であ る業務処理の内容に精通 し、 内容確認 に責任 を持つのはユーザーであ り、様 々な技術

や手法を駆使 して、 システム構築 を実行するのはソフ トハ ウスである。
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システムが組織 内にクローズ した時代は、主 として技術 的要素に頼 って構築 しえた と言

える。 しか し、デ ジタル経済時代のシステムは、人間 と共存 し人間と深 く関係 し合 うシス

テム環 境が不可欠である。 また業務処理の仕組みや企業内、企業間、 さらには国際的な情

報の流通 に密着 したシステムが欠かせない。

ユーザー とベ ンダー との責任分担は、 もう一度現実 のシステムの構築運用 の実体に即 し

て、新 しい枠組みを求める必要があ る。

企業経営 にデータベースの活用 を積極的に提案 しているソフ トハウスであるアル ファテ

ックス株式会社では、企業 において組織 内で利用 する目的で作成 しているデー タベース を

以下の様に整理 している。

社内情報 資料情報 顧客情報

製品情報 特許情報 人事情報

販売(営 業)情 報

マーケテ ィング情報

経理 ・財務情報

在庫情報

技術1吉報

取引先情報

生産 ・資材情報

物流情報

デジタル経済時代 における企業経営では、内部 のデータベース と外部のデータベース を

連携 して活用 し得 るシステムを構築することが重要である。内部情報が外部 の影響を受け

ない ことはあ りえず、市場が流動化 ・グ ローバル化 してい る認識 に立てば、外 部情報 は参

考情報ではな く積極 的に活用すべ き資源なのである。 この視点に立ち、同社では システム

構築にあたって、ユーザーに次の点 につき取 り組む ことを求めてい る。

・情報管理基準の整備

取引先コー ド

債権限度額の設定

契約書の保管

取引情報の活用

・基幹 システム部門の調整

データの連携活用

社 内ネ ッ トワーク部門の調整

・予算の確保

支社 ・販売会社への啓蒙活動(受 益者負担の原則)

一方、ソフ トハ ウスと して同社が次の点につ き取 り組む ことをユーザーに提示 してい る。

・取引業務を中心 とした業務 フロー分析

新規取引先審査～債権回収 までの流れ

本部 ・支店 ・販売会社間の基準 の相違

・取引に関わ る基幹システムの分析

対象 システムと保有する情報(使用マスター)
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対象 システムで使用されているコー ド(体 系)

対象 システムのネ ヅトワー クの利用状況

・外部デー タベース との連携

企業情報(財 務含む)

経営状況(危 険情報含む)

・付加価値サー ビスの可能性分析

これ らの事項は 当然 といえるものであ るが、現状 を認識 してい る企業や機 関は どれほ ど

いるであろ うか。デー タベース についても、かっては先端技術 であ り、データベース とは

何か につ き勉強 して取 り組んだ。 しか し、その結果は、難 しい ものであ り、専 門家が取 り扱

うもの と言 う認識 とな って しまった。 日本の企業で、経営戦略 にデータベースを位置付 け

えたのは どの程度あ ったのであろうか。 さらに、 中小企業では一層、顕著であ ろうと言 う

声が強い。

5.2企 業間連携 の課題

わが国の企業 間取引では系列や長期にわた り築かれた商取引による関係が重視 されて き

た。 しか し、経済環境 と経営環境が激変する今 日の時代 にあっては、その維持は保証 され

ない。企業はそれ ぞれ異なる文化 ・風土をもっているが、デジタル経済時代 における企業

間の連携 には情報 システムの構築 に対する姿勢や風 土その ものを変えることが求め られる。

同系列や長年の商取引関係の場合、企業文化 ・風 土のギャップは大 き くない こともあ ろう

が、ダイナ ミヅクに変化 する相手 との企業間連携 に耐えるためには広 い視野に基づ く対応

が重要 となる。つ ま り、 自己最適化 に重 きを置いた従来のシステム構築 の手法 では、互い

の利害が錯綜 して事態が進展 しない。異なる企業 が共に利益 を享受で きる新 たなシステム

を協調 的に作 り上 げるための文化 を培う必要がある。ITの 活用に関する問題意識 を共有

した「パー トナーシ ップ」の確立が不可欠 となる。例 えば、企業間連携 を達成 するために、

これ まで培って きた企業文化 ・風 土であ る業務処理手順や書類 フォー マ ッ トを、新たに導

入するITパ ッケージに適合させて変更 して しまうくらいの覚悟が求め られ る。

これ まで、企業間連携のシステムは、 リーダー企業がグループ内の部分最適 システム、

つ ま り囲い込みの システ ムを構築 し、参加企業 はこれに追随する と言 う、主体性 に欠けた

関係構築が行われて きた。つま り、最適 システムを考える人 と、 これ に従 う人が分離 して

いた。 さ らには、業界のIT革 命 が進む中で、例 えばJANコ ー ドの重要性 を認識 しない

人や、イ ンターネ ッ トに無関心な人 がいる。消費財の流通 ・販売では 中小企業の比率 が高

く、デ ジタル経 済やECの 意味を浸透するの も困難なのが現実であ る。わが国のEC対 策

が中小企業政策 と捉 え られているのも、.こういう面が強い。 トー タルな社会 コス トを削減

するためにデータベースが存在 するのであるが、JANコ ー ドの登録 な どにおいて もその
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意義が認識されておらず、全体での最適がなかなか進展 しない。

また、1企 業対複数企業では、パ フォー マンスの良いシステムが標準 と関係な く出来て

しまう と言う問題 があ る。それぞれの企業 としては、その時 々の経営判断 と して システ ム

構築 を進 めざるを得ず、標準化 の進展 と同期 を取 ることは必ず しも耐 え得ないこともあ ろ

う。 しか し、1企 業 にとっては良 いシステムだが、互換性が無 く、社会全体 としては コス

トがかかって しまう結果 となる場合 もある。

5.3ビ ジネスモデル特許

企業ではデジタル ・エコノ ミー に直面 し、BPR(BusillessProcessRe-engineering)を

積極的 に進めている。 しか し、 この先進的な考え方を、良いか らと言 って単純には取 り入

れられない課題が浮上 して きた。 これが、 ビジネスモデル特許 と言われ る問題であ る。例

えば、流通業界 では、メーカーか ら商品を入荷 し、消費者 に届 けると言 う商 品管理 システ

ムは大手企業 のほ とん どが手がけているシステムであるが、 これに特許問題が起 きている。

POSデ ータを収集 して変動値 を求 め、変動値に基 づいて物作 りを変更 した り供給の仕 方

を変えるとい うのを一連でやると特許 に引 っかかると言 う。

ビジネスモデル特許 の代表例 といわれて いるのが、 プライスライ ン ・ドッ ト ・コムに与

えられ た リバース ・オー クション特許であ る。このア メ リカ特許は、インターネ ッ ト上で

航空券の売買を リバース ・オー クシ ョンと言 う手法 を用いて行 う際に、消費者 、仲介者 、販

売者それぞれのコンピュータがどのように情報を送受信 するかを特定 した発明である。 こ

の特許は、 リバース ・オークションと言 う「儲ける仕組み=ビ ジネスモデル」を実現するた

めに必要 とな るコンピュータ技術 を権利化 したものであ る。 トヨタ自動車の 「カンパ ン方

式」その ものは受発注のルールにす ぎないが、「カンパン方式」を効率 よ く実現するために

必要 となる各種b青報を管理 するコ ンピュー タ ・ネ ッ トワー クシステ ムには、い くつ もの技

術的創作 が含 まれてお り、日本で も特許 が成立 してい る。

従来 の特許 は原則 と して製品や技術 を対象 として きたが、ビジネスモデル特許はイ ンタ

ーネッ ト上の商取 引や電子決済、デ リバテ ィブ(金 融派生商品)な ど、 ビジネスの仕組み

その もの を特許 として認 めている。90年 代か らアメ リカを中心 に出願 ・成 立が急激 に増

え、最近はマイクロソフ トやヤフーが ビジネスモデル特許取得企業か ら提訴される係争 が

頻発 している。

日本で も金融機 関が ビジネスモデル特許取得に動いてい る。住友銀行が出願 していた法

人向け入金照合 システム に対 して特許が成立 した。不特定多数の顧客か ら現金 の振込 みが

ある法人 を対象 に したサー ビスで イ ンターネ ヅ ト上 に仮想支店を開設 し、入金の照合事務

を代行す る仕組である。住友銀行 では同行 のシステムを使用 するよう他行 に対 し売 り込み

攻勢 をかけ始めたが、 同様のサー ビスを既 に提供 している金融機関は反発 している とい う。
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邦銀 で日本の特許 ・実用新案取得数が最多なのは三和銀行である。三和 がダイエー と共 同

開発 して特許 出願 したシステ ムは、コンビニ等の銀行の店舗外端末で現金 引出 しがで きる

仕組みである。各行が進 めているコンビニ戦略の先駆 となるもので、各行のシステムは こ

の特許 に抵触 する恐れがあ り、その場合は営業戦略に影響を及ぼすのは間違いない。

ビジネスモデル特許 はデ ジタル経済 に対応 し、企業が新たなコンセ プ トの導入 を しよう

とするときの足元 を脅かす問題であ る。上述 の例のわが国金融機 関で も特許管理の専任担

当者を置いてある銀行は見 当た らない と言 う。産業界 においても、製造等の技術 に関 した

特許管理はなされているが、 ビジネスモデルに関する特許への対応は未経験 の分野であ ろ

う。 自社の持 つ ビジネスモデル資源の権利化への対応 とともに、 自社 を含めた内外特許の

活用を経営戦略に位置付け る必要があろう。

5.4グ ローバ ル ・ス タ ンダー ドへの対応

グローバル ・ス タンダー ドへの対応 と言 う言葉には、国際標準 という意味 と、企業 に と

っての戦略的な意味が こめ られてい る。従来 の国際標準は、ISO(国 際標準機構)の も

とに各国が協調 して検討 ・策定されてきたが、経済 のグローバル化、デ ジタル経済の顕在

化、そ して情報処理技術、特 にネ ヅ トワーク技術の急速な進展 により、情報分野の標準 を

如何 に策定 し普及 するかに世界の企業 か ら大 きな関心が集 まっている。市場が国内や地域

に限定 されていて も、世界の動向か ら無関係 とはいかず、「グローバル ・ス タンダー ド」

と言われ るものが急速に世界市場 に浸透 する現実 を、 さらにその速度 がます ます速 まって

いることを認識せざるを得ないか らである。

スタンダー ドと言われるものにはデジュールとデ ファク トがある。公的機 関が認証 した

規格 をデ ジュール ・スタ ンダー ドといい、市場占有率が高い ことな どか ら実質上は公 的な

規格 と同 じ様 に受 け入れ られているものをデ ファク ト ・スタンダー ドという。か っては、

JISの ように政府機 関が認証 したものだけが規格であったが、技術 変化 の激 しい電子機

器な どではデ ジュールが確 立する前 にデ ファク ト化が進行 する現象が多発 してい る。つ ま

り、デジュールでは国で決めたものをISO等 国際機関で決めてい くわけで あるが、その

処理が技術 の進展に追いつ かず、デ ファク トを追認することになっている。

また、デ ファク トでは企業の戦略が前面 に出て くる。現実の世界のパ ソコ ンではOSが

アメ リカ ・マイクロソフ トのWindowsが 、CPUは インテルがデ ファク トにな っている。

この状況 に対抗 しているの もアメ リカのサン とい う企業や、LINUXと い うフ リーの ソ

フ トであ り、政府等の公 的機関ではない。

標準 とは何 かにつき、標準化への取 り組みか らは次の3つ のカテゴ リーに区分で きる。

① 公式化
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記号や公 式、体系な どによって、あ る事項 について関係者全 員が共通認識 を持 ちやす く

すること。これによ り、コ ミュニケーションを容易 にする。(例:工 程分析記号、IDEF)

② 共通化

何種類かの類似の ものを共通化 し、種類 を少な くす ることによって、広い意味 の規模 の

効果を図ることを狙い とする。(例:製 品仕様の標準化、EDIな どのデータ交換標準)

③ 規範化

遵守 すべ き仕事や義務 の基準 を設 けて、効 率的な方法の浸透 と定着 を図 る。(例:IS

O9000/14000、 作業標準、品質保証体系)

また、階層 的な定義では以下 のようになる。

① 規範(Rule)

作業の実行 にあたって遵守すべ き規則であ り、これ らを守 らなければ作業 に支障を きた

すか、あ るいは何 らかのペナルテ ィ(大幅な設計変更やテス ト不可能な ど)が課 され る事に

な る。

② 基準(criteria)

作業の実行 にあたって、何 らか の判断を要 する事項(選 択、採用、運用な ど)に対す る何

らかの契機あるいは トリガー とな り、利用 しない と作業の遅延や生産性の低下 を招 く。

③ ガイ ド(Guidance)

作業 実行 の上での指針 となるもので、その方向性や進めかたを示すもの。規制力は弱い

が、これを利用することによ り効率 よく作業 を進めることがで きる。

④ 解説書(referencemanual)

作業 実行 にあた り、参照を要求 される資料の こと。通常はハー ドウェアあ るいはソフ ト

ウェアの使用方法について解説 しているものを示す。

この ことか ら、標 準 と言って もこれを構成する際 にはきわめて広範囲の知識 と経験の集

積が不可欠であ り、その標準 を用いて作業 を進めるには組織の文化的なコンテクス トに依

存する事は明 らかである。

しか し、わが国の場合、標準化は「情報 システム構築の効率化」と捉え られて きた。 この

ため、 日本の情報処理 システム、特 にEDIで はプログラムを作 っている側 にとっての効

率化がメインテーマになってきてい る。つ ま り、情報 システム部 門のみが努力すれば よい

と考え られてお り、情報 システムの利用環境の標準化を大幅に遅れ させている。

さらに、わが国企業 には 「誰かが標準 を決めて くれれば、 自分 も使 わせて もらう」 と言

う態度で終始 し勝 ちであ る。欧米企業では、「自分が標準化 を決めて皆 を説得 した ら自分

が主導権 を取れる」と言 う姿勢が明確であ り、 これが コンピュータ業界 でアー キテ クチ ャ

やOSの デ ファク ト ・スタ ンダー ドをめ ぐる競争 と協調が繰 り返 され、積極 的に「共通 に
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使 えるものを作 ってい こう」とするモ チベーシ ョンに結びついている。 日本 の産業界 の、

従来の商取引 ・商慣行 によるシステムに安住 し、事態が深刻化 した り外圧 にさ らされた時

に初めて標準化 に取 り組む と言 う 「待 ち」の姿勢で良いのかと言 う強い指摘がある。

かって、標準は物作 りの規格であ った。 しか し、ISO9000/14000の 時代か

ら遵守すべき仕事や義務 の基準 とな り、文化 を規定 するもの となった。異な る言語間の通

訳や翻訳が完全 に意思や意味 を伝 え きれないの と同様 に、異なる行動基準や社会 的価値基

準を背景 に構 築され た文化 としての標準を完全に変換 し、移転するのは困難であるこ とを

認識 し、行動する必要がある。

5.5デ ジタル経済 と社会教育

デ ジタル経済は否応無 く進展 している。この変化 に社会は対応 し得 るのかが問われてい

る。

教育 には、学校教育、企業教育、社会教育 があ る。学校教育で も、専門家育成 のための

教育 と一般 の社会生活に必要な リテ ラシーの教育がある。平成15年 か ら高校 で情報が必

須 とな り、その準備が進 め られてい る。 しか し、現実の進展が早 く、学校教育や社会教育

の体制が整わない間に実態が出来上 がってお り、 または整った ときには既 に変質 して しま

っている と言 うことが起 きるであろ う。社会の情報化、デジタル経済 に対応 しきれず機会

損失 を生む人が生 じつつあるのではないだろうか。企業がBtoB、 つま り企業 間の情報

化 に乗 り遅れ損失するのは企業の責任であろうが、社会生活では個人の責任 と言い切 れる

のであろうか。

現実の問題 と して、 メールによる情報伝達 ではア ドレスの間違いで異な った相手 に貴重

な情報が送付 されて しまうことがあ ることは否めない。ファヅクスで も番号を間違い重要

な情 報を間違 った相手 に送 って しまった と言 うことはあった。しか し、 メールで は情報の

量が格段 に増 えてお り、受け取った情報をもとにオ リジナル と して使用 して も違いはわか

らない。 また、 どのような経路を辿 って届い たのか解明するのが困難であるのは、最近の

新 聞を賑わせた中央省庁へのハ ッカー攻撃を見て も明 らかであ る。間違いでメールが送 ら

れて しまうことや、それによ り被害を受けた り与えたりすることを誰が伝 えればよいのか。

企業 において もデジタル経済への認識が浸透す るのは容易な道ではな く、 これまでの商

習慣 に安住 してい るケースが多いのが現実であろう。日本の企業文化 ・経済の仕組みでは

競争は何で していたのか。理想的には価格競争のはずだが、デ ジタル経済 に対応 したBto

Bへ の取 り組みは系列企業間の囲い込み として特殊なシステ ムを導入す るケースが多い。

この導入 によ りある程度のコス ト削減は実現 され るが、本来の意味の価格競争が実現 され

るわけではない。BtoCの ケー スで も、書籍は再販制度があ り在庫を減 らして も売 る値
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段は同 じであ り、競争 して情報化 するインセ ンテ ィブは働 きに くい。再販制度や返品、 リ

ベー トと言 う慣習的なものの上で は競争が うまく働かない。つ まり、価格での競争は激 し

いが、 それ以外 の分野での競争は緩 やかなものとなる。これが 日本流 というものであろう

か。産業界が直面 しているE・コマースのへの対応 には、文化的変革が求め られるのであろ

うか。
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第2部 産業データベース構築の現状と課題

1.加 工食品業界

1.1加 工食品業界 における情報化

生活 必需品であ る加工食 品の流通では膨大 なデータがや り取 りされている。卸の一般 的

なセ ンターでは、商品アイテム数は3,000以 上、常時登録 アイテム数はその4倍 ～5倍

とな り、この膨大な商品コー ドマスターのメ ンテナ ンスだけでも大変な作業であ る。 この

クラスのセ ンターでは年間数百万ケースの商 品が動 き、膨大な受発注データを抱える。以

前は電話や ファックスでの受注の後 にコンピュー タに入力 していたが、現在ではEOS化

が進んでお り、EOS化 しない小売 とは取引 しない という卸 もある。

小売店では閉店後に商品在庫 を調べ、夜 あるいは翌朝 に発注作業 を行 うが、商品数 もバ

ラエテ ィに富んでお り、情報の正確性 も要求され る。卸では受発注のみ な らず、売掛金、

買掛金 などの管理業務、 リベー トな どの未収 ・未払いの管理等煩雑な処理が必要 とされる。

しかも、ほ とん どの商品単価は小額であ り、マー ジンは きわめて小 さい。上場企業の卸売

業 と言え ども経常利益は売上の1%以 下 とな る。 この ような構造の中で、流通コス トの削

減圧力に応える死活問題 として情報化は捉え られている。

さらに、卸 にはメーカーか ら小売 まで一連の物流業務 を代行する「ロジステ ィヅク」、商

品開発 ・売れ筋商品発掘 などの「マーチャンダイジング」、小売店に棚割等の売 り場構成 を

提案する「リテール ・サポー ト」の機能が求め られ、 これ らを ミックス した競争が展開 され

てお り、そのIT面 か らの支援が課題 とな ってい る。

・「酒類 ・食品全国取引先 コー ドセ ンター」が設立 されてお り、2000社 を超える企業が

加盟 し、30万 を超える取引先コー ドが登録 されている。加 工食品業界 にお いてコ ンピュ

ータを使 いEDIを 導入 してい る企業の多 くはこのコー ドセ ンターを利用 してい る。新 し

い店舗 との取引が発生 した ときはコー ドセ ンター に登録 することによりコー ド番号が付 さ

れるが、このコー ドは全加入企業 が共通 して使 うものであ り、地域別に登録 してあ る。店

舗の廃業 や名称変更 についてはマスター整備 を行 う。デー タ検索サー ビスはオ ンライ ン画

面を開 くと最新情報が表示される。

・SDP(酒 類食品データプール)は メー カーか ら小売へ大 きな ロヅトの商品を送 るとき

に出す直送案 内をコンピュータ情報 として磁気テー プに収録 したものであった。逆 に、卸

の倉庫か ら小売へ どれだけ商品を出 したか、メーカに情報 を返すものがRDP(リ テーラ ・

データ ・プール)で ある。この2つ がVAN機 能 をもち、SJK(酒 類食品企業 間情報 シ

ステム実践協議会)が 設立された。取引区分 コー ドの取 り決 め等情報 システム上のルール

を取 り決めている。

・酒類及び加工食品業界では業界 内の取引標準化 を進 めるため、納品伝票、物品受領書、

出荷案内書 といった酒類食 品統一伝 票を作成 している。さ らに、受発注等の処理 システム
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についてのプロ トコルや フォーマ ッ トを酒類食品業界卸店 メーカー企業 間標準 システム と

してマニュアルを作成 してい る。受発注 システム、 出荷案 内、販売実績 をメーカーに出 し

た り、新商品案 内システ ムや在庫管理状況を企業 間でや り取 りする場合 は、全食料品加工

メーカー と卸がこのマニ ュアルに従 っている。

1.2加 工 食 品商 品 デ ー タベ ース セ ンタ ー

業界EDIの 要 となるのは商品 コー ドである。わが国で活用 されて いる商品コー ドと し

て(財)流 通 システム開発セ ンターで管理 しているJANコ ー ドがある。 しか し、同業界

では このJANコ ー ドを統一的に使用 しに くい事情があ り、各社 がプライベー トコー ドで

処理 していたのが実情であ った。

例 えば、 レギュラーの ビールであっても、年末年始 にな ると「賀春」というラベル表 示の

ビールが登場 する。 ラベルデザインが異なった場合 にJANコ ー ドを変更するか どうかは

企業 によって異な る。このため、卸はJANコ ー ドと実際 に品物が どう対応 しているかを

確認 してか ら品出 しを しなければならない。 また、デ ィスカ ウン トス トアが登場 して以来、

ケース単位 の割安販売が増えて いる。JANコ ー ドは単品毎 につけ る番号 とな ってお り、

ケース単位の販売形態 に対応 してお らず、新 たなコー ドを考 えない とEDIに は適用 で き

ないことになる。

(社)日 本加工食品卸協会は行政の支援 を受け加工食品商品データベースセンターの設

立を推進 した。加工食 品 とい って も、冷凍食品業界、即席食品業界、缶詰業界、 ソース業

界な ど多岐にわた ってい る。それぞれの業界か ら意見 を吸い上 げ、付番 と登録 のルール作

りを行 った。

商品 コー ドとしてはJANコ ー ドをベース とし、商品に関する種 々の情報 を登録 し、生

販3層 で使えるよう配慮 した。従来の商品分類体 系を識別 するほか、営業活動に関する項

目も包含 する。例 えば、 この新商品がいつか ら発売 されていつ終売 するか、希望する価格

や販 売地域が限定 されていればこれ も登録で きる必要 があ る。さ らに、物流 も関係 するの

で、外箱 のITFコ ー ドとの関連、梱包形態、サイズ、重 さか らどんなパ レッ トを使 うか

な どの情報も必要 となる。物流業務は業界 によって特性があ り、例 えば、一 日の配送便数、

容器 の交換 を伴 う商品か、パ レヅ トの回収 はあるのかな どの情報が必要な場合 があ る。ま

た、画像情報 も視野に入れてい る。

商品データベースセ ンターには酒類 や食 品メーカーが商 品を登録 し、卸や小売がイ ンタ

ーネ ッ ト経由でデー タを検索 ・ダウンロー ドして利用 する。前述の(財)流 通 システム開

発セ ンターでは、 この商 品データーベースの中か ら必要な項 目を取 り出 し活用 を進め る。

メーカー等大企業では卸 ・小売か らの問い合わせ を電話やフ ァクシ ミリで回答 してお り大

きな手 間 となってい るが、メーカーが商品データベースに1回 だけ商 品コー ドを登録 すれ
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ば、 このデータベース を経 由 してネ ッ トワー クによる受発信データをや り取 りするこ とが

出来 、煩雑だった受発信業務の効 率化、 さらには利益率の向上が期待で きる。当面は20

万商品の登録を目処 と している。

セ ンターは1999年3月 に設立され、300社 を超える会員の加入を受けた。 しか し、

業界 には生販の3層 において中小企業の シェアが高 く、大手企業の リーダー シップ と犠牲

的精神 に頼る ところが大 きい。セ ンターの運営は受益者負担の考えで利用者 か ら料金徴収

をする方向であるが、その収支見通 しは楽観的ではな く当面の課題 となっている。

2.繊 維業界

2.1繊 維業界の課題

繊維業界は全産業の10%を 占める雇用人 口を抱 えなが らその売上は減少傾 向にある。

他産業 に比べて商業マー ジン率が高 く、川上か ら川下 まで多段階の流通経路 を持ち、様 々

な要改善点が指摘 されて きた。また、地域経済 に占めるウエイ トが高 く、例 えば福井 県で

は産業生産の35%を 占めている。情報化 についても川上 ・川下の各大企業 がそれぞれ の

グルー プ内に閉 じたシステムを作 って きた。

1993年 に繊維業界は産業構造審議会 によ り業界活性化 を図るための「新繊維 ビジ ョ

ン」を策定 し、 この中でQRの 推進が位置付け られた。QR(QuickResponse)と は、「適

切な商 品を、適切 な場所 に、適時 に、適量 を、的確 な商品で提供 する」ことである。つ ま

り、売れ るものを作 って市場に押 し出す「プロダク トア ウ ト」か ら、 市場ニーズに的確 に対

応 してい く 「マーケ ットイ ン」へ の転換が求め られた。その実現のため、情報技術 を活用

して業務革新 を行い、企業間のパ ー トナーシ ヅプのあ り方について も見直 しを行った。つ

ま り単 なる競争や敵対関係ではな く、両者に利益 をもた らす協力関係 を構築することに よ

り、消費者によ り良い商品を提供 す るこ とである。QRと 言 う言葉 は繊維産業特有で ある

が、中身は産業界でい うBPR(BusinessProcessReengineering)と 同義語 であ る。Q

Rは 技術論ではな く、アパ レルか ら小売 に至 る繊維産業全体 について企業がパー トナー シ

ヅプに基づいてBPRを 実現 してい く戦略である。

QRの 実現 には様々な標準化 が必要であ る。その推 進体制 として1994年 に繊維業 者

全体を含むQR推 進協議会 が組織 された。協議会は業界統一コー ドセ ンター としてQRコ

ー ドセ ンター を設立 し
、繊維産業 革新基 盤整備事業(TIIP:TextileIndustryand

InnovationProgram)と して各種 アプ リケー ションシステムの開発を推進 している。
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2.2QRコ ー ドセ ン タ ー

繊維業界で共通 に運用 されるQRコ ー ドセ ンターが1997年10月 に正式運用 を開始

した。このセ ンターは、繊維商品の商品属性情報(ブ ラン ド、服種、色、サ イズ等)に つ

いて共通商品 コー ド(JANコ ー ド)を キー として、一元的に収集 ・管理 ・提供するデー

タベースであ り、アパ レル ・卸売 り ・小売が共通的 に利用す るシステ ムである。従来 は紙

のカタログで取引先に渡 されていたメーカーの商品情報を電子化 し、取引先相互間で高速

かつタイム リーなカタログ交換 を可能 とする。小売業 にとって、 自社の商品データベース

やPOSの マスターに活用 することが出来る。

QRコ ー ドセ ンターのデータベース構造の特色は、商品カタログに階層があ り、衣料品

の色 ・サイズな どにバ ラエテ ィを持 たせている事であ る。製造 ・卸、 ブラン ド(セ レクシ

ョン)、 スタイル、JAN属 性 と言 う4段 階の階層 を有 している。この階層 によ り、解 りや

すい分類体系、ブラ ン ド管理、セキュ リテ ィ維持 を実現 している。セキュ リテ ィは、小売

が製造 ・卸のカタログにアクセスする場合、セ レクシ ョン単位でアクセスを制限できる。

標準化 を実現 した3つ の仕組みがある。一つは商品コー ドの付与、JANソ ースコー ド

マー キングである。二つ 目は出荷 カー トンマーキング(SCM)で 、物流 におけるカー ト

ンボ ックスの配送管理を効率化するものである。三つ 目が、EDIで 縫製か らアパ レル ま

での業種 をまたがるメ ッセージ交換 を標準化するものである。

QRで は段 階的に高度化 のステ ヅプを辿 る。 まずは、JANコ ー ドやSCM、EDIと

言う標準的なコー ド体系、メ ヅセー ジ交換による固定サイクルによる商 品補 充の効率化 を

図る。次いで、販売予測 に基 づ く高精度の商品補充 を可能 とし、 さらにPOS情 報の共有

による協働型 の商品補充、究極 的には試作→試販→改良→量販→販売 と言 うプロセス を包

含 した協働型の商品開発へ とつなげてい く。

2.3TI工P

QRの 支援事業 としてTIIPは 業界の川上か ら川下まで を結んだコンピュータネ ッ ト

ワークを構築 し、業務 システムを作 り上げることを 目的 としている。QRコ ー ドセ ンター

と連 動 して、EDIを 前提 としたネ ッ トワー ク対応型業務 アプリケーシ ョンの開発 を目指

し、 テキスタイル ーアパ レル間のEDI統 合 システム、アパ レル ー卸 間JAN付 番管理 シ

ステム、値札 プ リンター のアプリケーション ・イ ンターフェースの標準化、百貨店向け4

レベルPLU(PriceLookUp)シ ステム、 ロールID付 帯情報作成システム、テキスタイル

ーアパ レル間受発注生産物流システム、小売一アパ レル間POSシ ステ ム、電子 カタ ログ

のオン ・デマ ン ド、画像データベースの標準化等が進め られている。

EDIの シンタ ックスルール には 日本のCII、 アメ リカのANSI、 ヨー ロッパのE
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DIFACTと 言 う3っ の可変長の標準 があ るが、QRの 基 本方針 と してはCIIとUN

/EDIFACT両 方に対応 し、ユーザ ーによる選択が可能 なものに してい る。CIIが

国内他業種で採用実績が積 まれ、漢字に対応 しているなど日本の事情に合致 している一方、

国際取 引には国際標準 として確立 しつっあるEDIFACTの サポー トが不可欠なためで

ある。

3.流 通業界

3.1流 通業 における企業間情報システム

流通業では多数 の小売、卸、 メー カー と取 引があ り、 日々の伝票 を処理 している。ここ

では、流通グループであるマイカルの企業間情報 システム構築の状況を報告する。

マイカルでは小売業、卸、メー カー約3000社 と結び、発注伝票 をEDIで 交換 して

いる。請求データは1200社 、照合後 の支払データは600社 と結び、商品マス ターの

登録デー タは7社 のメーカーで作成 し小売へ送信 して もらっている。 さらに、タグ作成 デ

ータ、生鮮商 品週間発注データ、消耗品発注データ、銀行振込 ・入金 通知デー タのEDI

化 に取 り組んでいる。近年は、ECR(EfficientConsumerResponse)を 積極 的に進め、

日用雑貨、加工食品を中心に展 開 している。その基本 コンセプ トは、共同化、ローコス ト、

標準化である。共同化は小売 とメー カー ・卸の相互信頼のも と合理化 に取 り組 み、共存共

栄を目指 す。ローコス トは顧客の立場 か ら見て付加価値の無いコス トを極限 まで削減する。

標準化 については取引先のEDI拡 大を基本に考 えている。

3.2ECRを 目指 すEDI

マイカルグルー プが目指 すEσRの 実現 には5つ のステ ヅプを考 えている。発注 のED

I,商 品マスターのEDI、 物流 のEDI、 決済のEDI、 そ して最終段階 と してのEC

Rで ある。

発注については十数年前か ら着手 されてお り、 目標 は従来 の電話 ・ファックスによる発

注をEOS発 注へ100%転 換 する ことである。商品マスターのEDIは 、登録作業 の軽

減を図 るとともに、ベ ンダー との商品マス ター更新の 同期化 を進めている。近年力を入れ

ているのが物流EDIで 、負荷の大 きい検品作業、伝票事務作業の合理化 を行い、最終的

には単品受入検 品作業の変わ りにカー トンでの受入作業 とし、納品伝 票を廃止 してペーパ

ー レス化 することが 目標である。 この段階でのEDI対 象データはASNと 呼ばれる納品

予定データと納品確定データであ る。

物流データの流れは、マイカルの発注データを取引先へEDIで 渡す ところか ら始 まる。
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取引先では受けたデータか ら、 ピッキング作業、単品スキャン出荷検 品を行い、SCMラ

ベルを貼付 した梱包 を店別にまとめてセ ンターに納品するとともに、納 品予定 デー タを作

成 しマイカル にEDIで 送信す る。セ ンターでは、納 品予定デー タを受け取 り受入検品 に

使用する。 この段階では、SCMラ ベルスキャン検収、個別受入検収 を行って納 品を確定

し、従来 の伝 票は発生 しない。 この結果作成 された納品確定データを仕入れ、買い掛け計

上 し、 同時に取引先にも送付する。

納品予定デー タは標準 フォーマ ッ トに準拠 し、梱包ナンバー と商品コー ドの リンクを取

るように している。取引先の出荷精度は ミス率を1万 分の3以 内に抑える基準を設 け、抜 き

取 り検査 によって精度のチ ェックを している。

EDIを ベースに した取引は、加工食品、日用雑貨、化粧品、婦人肌着 とい う分野 を中心 に

広が っている。それぞれの分野で50%に 達 しているが大企業 が主体であ り、残 りの50%

の多 くは 中小企業であるため何 らかの方策 が必要な状況である。

決済EDIの 段 階では、返品 ・値引 き取引のデータ化の問題 をク リア し、ECRの 段 階

で はタイム リーな品揃えの実施、 品切れの防止、在庫 の回転率向上を図るため、本部スタ

ッフのみ な らず商品 ・営業 ライ ンの参画 を得て会社 レベルの対応が必須 となる。

3.3フ ァ ッシ ョンQRS

フ ァッシ ョン商品の特徴は、 一点 あた りの単価が高 く(千 円～万 円)、 プ レゼ ンテー シ

ョン ・接客技術が必要であ り、販 売期間が短 く短期間で売 り切 る必要があ り、カラー ・素

材 ・デザインな ど トレン ドを把握 して需要予測 を行 うことが必要であることがあげ られ る。

一方、ファッション業界 では作 りすぎの無駄 が多 く、発注か ら生産 ・納品 までの リー ドタイ

ムが長 く、標 準化 とEDIの 普及が遅れている。

ファッシ ョンQRSの 課題は、製造 ・販売共 同でPOS情 報 を分析 し活用する方策 を立

て ることと、ECRと 同様 にEDIの 拡大を進めることである。前者は、売 り切 る戦 略、

需要予測 ノウハ ウ、受注生産技術 の蓄積が進む ことにより、流通在庫 と格下げ(値 下げ)商

品の削減 を目指す。後者は、 コス トダウンを目指 し、パー トナーシップを積み重ね、製造 ・

販売 同盟 という形態へ繋 げる意図がある。

これ までの ファ ッシ ョン商品では初回導入 までに契約数量 の80%を 製 品化 してい る。

2ヶ 月の販売期間 に対 し、追加製造 ・納品には受注か ら1ヶ 月を要するため、販売期間内 に

は1回 しか追加販売が出来ない。つ ま り売れ行 きが良 くて も、売 るものがな くなって しま

い、追加発注 の商品が届 くのは販売期間の晩期 とい う状況 とな る。一方では、商品が売れ

ない場合 、大部分 を格下 げ し見切 り処分することになる。

これ に対 し、次のような改善策 が考え られ た。初回製造数量 を契約数量の50%と し、

追加製造 を販 売期間内に2～3回 可能 として作 りすぎの無駄 をな くし、格下 げの削減 を図
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る。販売 を開始 して2週 間経過 時点 と4週 間経過時点で売れ行 きを判断 し、追加導入す る

か在庫 を売 り切 るかを判断する。最終的 に契約数量 を消化で きず、原反 が残 った場合は別

途の商品企画への転用 を検討することになる。

この ような ファッシ ョンQRSを 実現するため、情報イ ンフラと して社内のイ ン トラネ

ットと、取引先 とは公衆 回線 を経 由 したエクス トラネ ッ トを構築 してい る。メー カーか ら

提供 され る製 品在庫デー タ と小売側 の単 品売上データ、在庫データを統合 してサーバ ー内

の ファッション統合デー タベース と して蓄積 する。各メー カー とマイカル の商品担 当は こ

の共 同データベースか ら商品の売れ行 き状況 、商品の在庫状況 を判断 し、商談 に挑む ことに

なる。

3.4ECR・QRS実 現 への 課題

従来 マイカル グルー プではMYCAL-NETと い う自営パ ケヅ ト通信 網 を運用 して き

たが、大量データ通信やオープン形 の新 システムに対応で きないためTCP/IP等 の標

準プロ トコル を採 用 した新 しいネ ッ トワー クを構 築 した。企業間のネ ッ トワー ク接続 も進

め、衛星通信 を視 野に入れた画像データへ の対応 、柔軟性の向上 を目指 した店 内無線ネ ッ

トワークに取 り組む計画がある。

物流関係では、作業的 に有効 なカゴ車納 品の拡 大を図 り、店の品出 し業務の合理化 を 目

指 したカテゴ リー納品 を進め る。店 の要 員配置の合理化 を狙 いスケジュール納 品も徹底 す

る。物流EDIで 取引先 を拡大 しカバー率の向上 を 目指 す。

ECR対 象商品では、NBメ ー カー との在庫 情報、特売情報 を中心 とした情報交換 を進

め、一括納品、3PL対 象商 品の物流EDI化 を進 める。決済EDIで は、返品や値 引 き

の業務 フローの改善、ルール と計上基準の明確化 が必要であ る。最終段階のECRに 向け

て、取 り組み体制 の整備(商 品 ・営業スタ ッフの参画 によるステ ヅプア ップ)と 単品情 報

の精度改善が課題であ り、ベ ンダー との共同データベース開発もテーマであ る。

QRSで は対象商品 を拡 大 し、パ ソコ ンの活用 な ど情報 リテ ラシーの強化 を含めた体 制

整備を行 う。ファッション分野では単品情報の精度改善(カ ラー ・サイズ情報、移動、棚卸)

が求め られ、需要予測 と リー ドタイム短縮 のノウハ ウ蓄積が課題である。稼 動に入 ってい

るQRコ ー ドセンターをメーカー と協調 しつつ効果的な利用 を行 うこととしている。
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4.日 用雑貨業界

4.1日 用雑貨業界の課題

わが国における日用雑貨市場 は成熟 してお り、販売の大 きな伸びは期待で きない状況 に

ある。 このため、いかにコス トを削減するかが業界各社の課題 となっている。 日用雑貨 の

メーカー から小売 に至る流通は、 ライオ ンの ように卸(代 理店、特約店)を 通す形態 と、

花王のように販社流通 とい う形態がある。

ライオンでは、得意先 との情報共有の中で、情報の システム化 と差別化を進め、卸 の情

報管理 を高度化 しなが らメーカー としていかにセールスポイ ン トを打 ち出すかに努力 を傾

注 した。 このため、社 内の情報 インフラ整備の課題 と して、1)価 格や数量の伸 び悩み な

どの環境変化 に対応 できる仕組み をつ くる、2)企 画開発力の向上、3)省 力化 に見合 っ

たシステ ム開発、4)各 セ クシ ョン内で完結 してい た仕事を横断的なもの とし、 タイ ム リ

ー に情報 を取 りなが ら仕事 を進め、社外情報にも同 じタイ ミングとスピー ドを求める、 と

い う目標 を立てた。これ を実現 するため1981年 に社内ネ ッ トワー クのLIONETを

構築 し、8本 支店を結んだ情報共有を図 った。

さらに、得意先 に対す る競合 メーカー との差別化、提案力 の強化な ど営業力の支援 、業

務プ ロセスの見直 しに向 け、 システム開発を進めている。ネ ッ トワー クを活用 した業 務 プ

ロセスのキー ワー ドは共有化 と共 同化である。社内は もとよ り、卸店 ・小売店 という社外

との共有化 ・共同化 をコ ンピュータネ ッ トワークによ り実現 し、電子 メール利用 によるペ

ーパー レス化や情報のス ピー ドア ップが図 られ
、購買先 との関係 も含め トータル なシステ

ム連携の構築が 目的となる。

ライオ ンがデー タベースを管理 しているのは、 メーカーか ら卸経 由で販売店 に商品が届

くまでの間であ り、注文を受けた品名、数量、金額データが中心 となる。LCMS(LionCircle

ManagementSystem)は 卸か ら販 売店への出荷情報を翌 日オンラインで収集する。マーケ

テ ィング活動支援データは、販売 した店舗、商品の種類、数量、 日付の情報を集約 したも

ので、マーケテ ィング情 報 として生産計画、新商品の立ち上 が り、 ライ フサイクル等の検

討に多部 門で活用 され、販売活動 を策定する上での基礎数値にもなっている。

LCMSは 当初 ライオ ンと取引先卸だけのシステムであった。 しか し、卸では他の メー

カーの商品も扱ってお り、システム化の進展 によ り異 なる仕組みの複数のネ ッ トワー クを

構築 ・運 用す るのは無駄 であ り負担 が大 きい。このため1987年 に加盟メーカー を募 り

LCMSを 共同で使 うことを提案 し、これが業界統－VANで あるプラネッ トへ と発展 し

た。

プラネ ッ トは数百社 のメーカー と卸 を結び、運用はVAN会 社のイ ンテックが行い、各

社のデータ交換 を実現 した。小売店 が発注 したデータは、卸が小売店に商品を届 けた翌 日
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にメーカーヘデータが送付 され る。 このデータを集約 すると、メーカーか ら各販売店 の販

売状 況に適合 した販促企画が可能 とな り、メーカーか ら卸に送 る伝票データを卸が再 入力

する手間が省 け、欠品防止、適正在庫の確保 に効果がある。

メーカーか ら卸への商品配送は注文の都度行われていたが、メーカー各社の配送タイ ミ

ングは当然なが らば らば らであ り、卸に とって荷受は不効率であ り倉庫の在庫管理がや り

に くい状況であった。このため、共 同配送 を行 うプラネ ット物流を開始 した。 これは、卸

店が複数のメーカーに注文 した場合で も、卸店には各 メーカーか らの商品をまとめて届け

る仕 組みであ る。 これによ り、荷受、在庫管 理、 ピッキ ング等の物流処理の効率化 を実現

した。卸か らメー カーへ の発注は、 コンピュータネ ッ トワークによ り直接発注することが

可能であるが、小規模店 ではボケ ヅ ト端末で商品バーコー ドをスキャ ンするか、FAXシ

ー トで発注すると、プラネ ヅ トで 自動変換 しメーカーに届 く仕組み となっている。

4.2商 品 画像 デ ー タベ ースSP2(エ ス ピース ク ェア ー)

日用雑貨は日々新商品が開発 されてい るが、商品画像 データベースはメーカー、卸売 り

店、小売店、さらには関連業種(広 告宣伝業、印刷業な ど)が 商品画像 を共同利用するこ

とで、商品カタログの作成、棚割用 の商品マスター作成な どで作業の効率化 を実現するシ

ステムである。PCを 使 った画像IE報 で シ ミュレーシ ョンすれば、現物 を動かさずに棚 割

が可能 となる。

画像情報の仕様についてはデ ファク ト ・スタンダー ドを優先 して採用 し、静止画の標 準

化が実現 されてい る。基本画像を、外観(大)640×480ピ クセル、外観(中)32

0×240ピ クセル、外観(小)160×120ピ クセル、外観(極 小)80×60ピ ク

セルの4種 類で構成 してい る。拡 張画像 は、説明画像320×240ピ クセルで、棚割用

画像(長 辺が200ピ クセルにな る矩形 を基本 とし、商品の大 きさにあわせて画像サイズ

を変更 しても良い)は 、正面、上面、右面、背面、底 面、左 面の6点 、 印刷用画像は12

80×960ピ クセル としている。画像 の色数は、鮮 明度、拡張性 な どから1677万 色

(フルカラー)と し、圧縮方式はJPEGを 採用 して、圧縮率は1/5か ら1/20を 基

本 とし、画像 の大 きさに合わせてガイ ド値 を設定する。

文字項 目は、基本文字項 目として商品コー ド、国産輸入 区分、 メーカー名、商品名称情

報、商品分類、メーカー側商品コー ド、価格、商品規格 、原産国 ・産地、成分 ・原材料、

容器形態、賞味期 間、発売期間、商 品コメン ト、同－JAN複 数商品説明、その他 を規定

する。画像関連文字項 目と しては、外観画像(商 品説明)、 説明用画像(内 容物、調理例、

利用シー ン、関連商品、 ライ ンナ ヅプ、単 品複数、サ イズ表示、CMカ ッ ト、その他)、

棚割用画像(幅 、高さ、奥行 き、 フック穴位置(XY)、 その他)、 印刷 用画像 を規定する。

これ ら文字情報の仕様はJICFSと 整合 を保 ち、属性、桁数、各種 コー ド体系(分 類 コ
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一 ド、容器 コー ド、規格 コー ドなど)はJICFSに 準拠 している。

データ内容の整合は、SP2に 登録 した商品情報はJICFSコ ー ドセ ンター に自動登

録 し、JICFSコ ー ドセ ンターにおいてメ ンテナ ンス した情報は登録 したメー カーに返

送 し内容確認後SP2の データをメーカーの責任 にて修正す る。各業界標準EDIと もメ

ッセージフォー マ ッ トの商 品属性文字項 目と整合性 をもたせ、F研(食 品業界)EDI、

菓子業界EDI、 日用 品業界EDI、 生活用品業界EDIの 各メヅセー ジフォーマ ッ トを

利用 している。

4.3電 子販促流システム

政府 が進めている電子商取引共通基盤整備事業 として、電子販促流 システ ムの実証実験

が行われてい る。システ ムは、MDC(マ ーケテ ィング ・データ ・セ ンター)に よ り、画

像情報及び商 品特徴情報等の提案 ・商談 に必要な機能 ・デー タを一括管理す る。インター

ネッ トを全面的に利用 して卸売業のMD機 能 をサポー トし、季節毎、イベ ン ト毎、新 商品

の発売毎に行われる卸 売 りか ら小売への提案 ・商品 プロモーション業務 を支援する。

卸売、小売は インターネ ッ トを通 じてMDCに 接続するだけで商談への参加 が可能 とな

り、以下 の効果 が期待 されている。

・ 投資コス トが低 く、地域中小の流通卸 ・小売業の参加が容易である。

・ 販促 流に関するデータフォーマッ トの標準化 を促進する
。

・ 卸売業 ・小売業間での商談時間の短縮 が可能 となる
。

・ 卸売業 における提案作成業務のサポー トが可能 となる
。

・ 共通提案か ら個別提案を 自動的に作成で きる
。

電子販促流 システムの課題 としては、商品情報の迅速な入手の実現、画像情報の取 り組

みであ り、今後は以下の事項が計画されている。

・EDIの 実現

・ 提案情報に含 まれる画像情報の小売業 にお ける棚割 ソフ トとの連動

・ 商品基本情報は参加企業の商品マスター登録 と連動

・ 提案情報はEDIの 発注データに連動

このため、SP2な どの基盤 となるデータベース との連動が必要であ り、商品情報が十

分に集 ま らないので地域VANがEOSと い うJCA手 順で送 られる数値情報に制限 され

ていたのを、画像情報 を取 り込んだOBN(OpenBusinessNetwork)と い ったセキュ リテ

ィを保証 されたインター ネッ トに してい く方向にあ る。

業界 イ ン トラネ ッ トの例 として前述のプラネッ トはWebを 中心 としたオープンネ ッ ト

ワー クへ と発展 している。400社 を超 える企業 がネッ トワークを結び、データは14種
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類 を交換 してい る。EDIサ ー ビス としては、基幹EDIは 大手メーカーのホス トコ ンピ

ュータがプラネヅ トの コンピュータにデータを投入 し小売業はプラネ ッ ト経 由でホス トに

接続 する。ホス トコンピュータを持 たない卸はWebEDIで 端末か ら接続 することが出

来 る。

流通、資材、物流か ら金融 までのEDI実 現 を目指 してお り、商品情報 ・取引先情報な

どを業界 内で共有するデータベースサー ビス、電子メール ・掲示板な どEDI、 デー タベ

ースサー ビスを補完する個人単位 の ビジネス ツールを提供するマルチメディア ・コ ミュニ

ケーシ ョン ・サー ビスを行 ってい る。

デー タベースサー ビスは以下の特長 を有 している。

・ 業界商品データベース(外 観用1面 、棚割用6面)の 画像デー タ伝送

・ 業界取引先データベース(店 名、所在地)、 業界商品デー タベース(商 品名、棚割

用商品名、 プロフィール)の 漢字データ伝送

・Webを 使 った対話型検索、ダウンロー ドが可能であ り、パソコン上での二次利用

や、ダウンロー ドしたデー タのホス トへの連動が容易 となる。

・ パ ソコ ン、電話 回線、 ブラウザーのみで簡単 にアクセスで きるため、イニシャルコ

ス トが不要であ り、場所を選ばず、担 当者 ごとに利用で きる。

・ 業界取引先データベースの利用によ り、 自社 マスターの精度 ・鮮度の向上が図 られ、

リアルタイムで名称 ・本部な どをキー と した 自由度の高い検索が可能 とな り、最新

の卸 ・小売店情報をキャヅチで きる。

・ 業界商品データベースは、新商品情報の一斉通知 によ りタイム リー な商品提案 ・商

談 が可能 とな り、画像デー タのダ ウンロー ドによ り棚割用 画像の登録作業が不要 と

な りタイム リーな棚割提案が可能 となる。

前述 のSP2を 通 じて提供 され る社会 イ ンフラを利用 して プラネ ッ トが業界商 品デー タ

ベースを構築 し、 これを社会調査研 究所、ニールセ ンなどが画像 提供 ビジネスを展 開 して

いる。また、 マルチメデ ィア ・コ ミュニケーシ ョンでは、電子 メール による商談、電子掲

示板を活用 した企業内 ・企業間での電子的名刺交換、画像デー タベー スを活 用 した電子見

本市の実現等が可能 となっている。

5.電 気機器業界と電力業界

5.1日 本電機工業会によるEDI活 動

電気機器業界 では日本電機工業会(JEMA)を 中心にEDI、CALSが 進め られて

い る。JEMAは 発電用原動機や原子力機器 を含む重電機器お よび家電機器の製造 と関連

事業 に関係する企業 を会 員 としてお り、1948年 に設立された。電気機器業界は、鉄鋼
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に対 しては材料の購入者であるとともに機械設備 の販売先であ り、電力業界 に対 しては電

力の大口ユー ザーである とともに発電設備等 の販 売先でもある。つ ま り、ユーザー とサ プ

ライヤーの両 方の立場 を持つ場面が多 く、産業的なデータ交換では双方の立場の板ば さみ

にな る。

日本電機工業会 によるEDIへ の取 り組みは、1991年 に通産省 よ り電力、電線、電

子、電機の4業 界 に対する連携指針が示 されたことか ら始 まってい る。同年 にEDI推 進

委員会が設置され、翌年 には柱上変圧器取引 と電線取 引の標 準メ ッセージ検討が始 ま り、

1993年 には東京電力 と配電用機器メーカー とのEDI取 引が開始 されて いる。電 力会

社か らは所要計画情報が年に1回 、納入依頼 情報が月に3回 、検収書情報が 月に1回 出さ

れる。メーカーか らは在庫確認情報 が月に3回 出される。検収書 が出される とメーカー は

電力会社 に請求書一覧 を発行 し、支払 までの プロセスがEDI化 された。1996年 か ら

は北海道電力、九州電力、中部電力 とのEDI取 引の検討が開始 され、1997年 以降順

次取引が実現 されている。

5.2電 力業界のPowerCALS(技 術連絡書の電子データ交換)

火力発電所 の設備 ドキュメ ン トは積み重ねる と高さ200メ ニ トル にも達す るほ どの規模

であ り、 この膨大な ドキュメ ン トをデジタル化す ることによ り、電力会社お よび発電 プラ

ン トメーカー相互 にとって業務が効率化 され るのは明らかであ る。

そこで、 それぞれの業界団体であ る電気事業連合会 とJEMAが 協力 し、電力の品質維

持 とコス トダ ウンの双方を目的 として、火力発電所の ドキュメ ン トの電子化 ・共通化 を目

指 した、いわゆ るPowerCALSの 研究 ・開発 を1995年 か らスター トさせ、実用化の 目処

を得た。

CALSは 、製 品や設備のライ フサイクル全般にかかわる業務支援であ り、PowerCALS

では全国に点在する火力発電所 と発電プラン トメーカー間でや り取 りされている 「技術連

絡書」の交換 と共有に焦点を当てた。 この 「技術連絡書」には、火力発電所 の様 々なメ ン

テナ ンス業務 に関する重要な情報 が含 まれてお り、作成、送付、活用、再活用に至 る一連

のプロセスにCALSを 導入 した。

各社によ り異 なるアプ リケー ションソフ トで作成 される 「技術連絡書」は、全て、国際

標準規格であ るSGMLに 変換され、ネ ッ トワー クで転送される。 このSGMLは 、イ ンタ

ーネ ヅ トのWebで 用い られているHTMLの 原型 となった文書規格であ り、画像情報の規

格やデー タ圧縮 にも一般的に通用 しているものを採用 したため、既 存 システ ムとの連携 も

きわめて容易 に実現することが出来た。

また、「技術連絡書」を作成 ・交換するための新たなハー ドウェアやソフ トウェアの導入

は行わず、既 に日常的に使用 していたアプ リケー ションソフ トを活用す ることによ り、各
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担当者は使 い慣れた環境でCALSを 利用で き、結果的に新 しいシステ ムの導入にかか る教

育費用 を低 く抑えることが出来 た。

PowerCALSの 実際の運用は、各火力発電所 と発電 プラン トメーカー間をイ ンターネ

ッ トで接続 してお り・それぞれの火力発電所 で採用 している 「技術連絡書」の書式が異 な

っていたが、 これ を標準化することによ り、記載内容の漏れ をな くし、精度 の向上 と均質

化、管理の効率化 を実現 することが出来 た。 また、情報の受け渡 しに関する手順 さえ標準

化すれば、既 に定着 してい るアプ リケー ションソフ トであっても情報の交換 と共有は十分

に可能である ことが実証 され、更 に、既存 システムや ツールの活用が図 られ、新たな情報

化投資の抑制につながることも明 らか となった。

火力発電所の ライフサイクル を通 して、「技術連絡書」は火力発電所 と発電 プラン トメー

カー間で頻繁 に授受されてお り、 このように 日常的に用い られる文書 を電子化 しネ ッ トワ

ー クを通 じて共有可能 とすることが実業務で本当に役立つことを
、これ まで の実証実験で

確認す ることが出来 た。

現在では、各電力会社 と発電 プラン トメーカー との間で、「技術連絡書」の電子デー タ交

換 に関する覚書 を締結するところが増え、本格運用が拡大 している。

また、1998年 度か らは、次のステ ップと して電気事業連合会 と電機 メー カー3社 が協

力 して 「セキュアーなシーケンスCADデ ータ交換 の実用化」の研究 ・開発 に着手 してお

り、2000年 度 には実証実験 が終了する予定である。

6.建 設業界

6.1建 設 シ ンプ ルEDI

建設業界 においては政府の支援 の下でイ ンターネ ッ トEDIの 構築が進め られてい る。

その中心 とな ってい るのが財団法人建設業振興基金 の建設産業情報化推進セ ンターである。

建設業は56万 社あ り、 中にはパ ソコンが無い会社 もあるが、設立11年 になる同センター

は個別企業では解決で きない部分 に対 して、 たとえば標準化 を行ってお り、重点 を置いた

のがEDIの 標準の策定である。EDIの 分野の建設代表 として、国内分野では通産省 の

EDI推 進協議会 の建設産業代表、CALS/JECALSの 建設部門、国際分野ではCADデ

ータ交換 のためのISO/STEPの メンバー になってお り、EDI以 外で も異なるCADシ ス

テム間のデータ交換の標準化について も推進 している。

同セ ンターで構築 を進 めている建設 シンプルEDIは 簡易なEDIで あ り、建設業 のイ

ンターネ ヅトEDIの 日本標準である。建設大臣の連携指針の告示があ り、 これ に基 づ き

同センターが策定 したものであ り、 デファク トではな く日本標 準 となる。同セ ンターの役

割は標準策定のみではな く、建設省 の業行政の一環 としてこれ を使って合理化効果が出る

50



よう、実用促進 まで責任を負 っている。

6.2建 設EDI開 発の経緯

建設会社 はそれぞれ社 内システムを持っている。 しか し、取引関係先 とデータ を交換す

る必要が生 じた場合、相手の システムに合 うようにデータ変換 を個別 に していたのでは採

算が合わない。そこで、 中間に標準デー タ様式を定め、これ に合わせて各社 がデータを変

換 して交換すればよい

CI-NETと はConstructionIndustryNETworkの 略で、標準化 された方法で、

コンピュータネ ッ トワー クを利用 し、建設生産に関わ る様 々な企業間の情報交換 を実現 し、

建設産業全体の生産性向上 を図ろ うとする活動である。これは国の政策 として実施 してい

るが、建設省が決めて押 し付 けるのではな く、官学民共同の組織で推進 している。

建設産業 情報化推進セ ンターは(財)建 設業振興基金の内部組織であ り、 この 中に官学

民共 同の建設産業情報化推進協議会(CI-NET)と い うボランテ ィアメ ンバー による

組織がある。現在84社 が委員会 に参加 している。 もうひ とつ、CADデ ー タ交換の標準化

組織 としてC-CADECが ある。CI-NETとC-CADECで は参加者の範囲はそ

れぞれ異 なってお り、共通 メンバーは1/3の みである。

EDI標 準は既に策定済 みであ り、200社 くらいが実用済みでそれな りの成果 をあげて

いる。 しか し、56万 社全部 とは言わないまでも、広 く普及 しない原 因は次のものであ った。

①EDI規 約の理解 が難 しく、その実装が困難である。

② 初期投資負担 が大 きくネ ッ トワーク費用が高い。約50万 円の初期投資で出来 るが、

これで も高い。 ランニングコス トも安 くな らないか。

③ コンピュータの利用環境が未成熟である。

④ 導入 を検討、推進する専任の情報化要員がいない。56万 社 の うち資本金5千 万以上

は5千 社 しかいないので、99%が 中小企業である。この99%の 中小企業が使えるも

のを作 らない と、建設業振興 とはな らない。

このような状況の 中で建設 シンプルEDIの 開発 に踏み切 った理 由は、 コンピュータ利

用環境の急激 な変化があ る。パ ソコ ンが低価格化 ・高性能化 し、イ ンターネ ヅ トも急速 に

普及 した。さ らに、国内最大の発注者である建設省がインターネッ トを使った発注を始め、

否応無 しにイ ンターネ ッ トを導入 しない と公共工事が受注で きな くなるかも しれない とい

う圧力が掛 か り、急速に浸透 している。

従来 か らソフ トベ ンダーは建設業界の市場展開を待ち望んで いたが、 この ところ急速 に

官民共同で、つま り発注者である官 と受注者である民の両方で情報化 が進んでお り、注 目

して いる。つ ま り、現在はEDIが 建設業界 の中で理解 されるよ うになってお り、一方で

発注者である建設省が急速に対応 を進めている。 さらに、景気対策でECに 補正予算がっ
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いた ので、 一気 に進 ん だ。

6.3簡 易な建設EDIの 概要

EDIの プロ トコルを解 らな くて も使 えるもの を作 るため、 フル装備ではな く中小企業

向け に簡潔な ものに して軽い仕組み に している。中身は知 らな くて も使 えるパ ッケー ジソ

フ トを安 く提供するため、通産省の補正予算で基のプログラムを作 り、ベ ンダーに無料で

提供 し、低価格での販 売を要請 した。イ ンターネ ッ トを使 うことによ りランニングコス ト

も安 くなっている。

1998年12月 より強力に普及を行い、利用者の拡大を 目指 しどの企業で も利用可能 なパ

ッケー ジを提供 した。暗号化等 中身は高級だが操作 は簡単に したが、一方では図面等 のデ

ータ も一緒に送れるように高機能な ものにな った
。建設業では 「個別単品注文生産」であ

り、ひ とつの工事毎に数量表があ り、見積書か ら始 ま り注文書、それぞれが1MBと いう

データ量で交換が必要 である。それぞれは社内の システ ムで積算 ・作成 するが、その一部

(た とえば電気設備工事)を 下請けに出す とこれだけでも1MBあ る。これ までは紙 に出

力 し、 これを下請けに渡 し、も らったほ うは これをまた社内システムに入力 して社 内単価

を入れて積算 し、 また紙 に出力 して相手 に返すというこ とを行 っていた。膨大なデー タ入

力が毎 回行われていた訳で、デー タのまま交換すれば合理化で きるため、下請けに様式 を

指定 して要求するようになった。サ ブコン(下 請け)は 相手(ゼ ネコ ン)ご とに要求 され

る様式 に変換することに耐え られず、標準の書式で出せば良いように してほ しい とい うニ

ーズにな り、10年 間掛かって標 準化 されるに至 っている。

見積書は数千項 目に付 き合計でい くらとい う内容であ るので、データ量が膨大ある。 ま

た、端末入力者だけでは見積書を提出する権 限が無 く、社内システムで作成 した もの を社

内決済 した後 に再び入力す ることにな り、ホス ト・クライア ン ト方式のイン トラネ ヅ トで

は対応で きず、データ交換すなわちEDIが 必要であ る。 このため、 メールでファイル交

換する方式で無いと合理化の効果は出ない。

インターネ ッ トを使 うと課題 もあるがその回避のため、セキュ リテ ィ対策 として暗号化

を使 うが、世界的に使われ実用的な もの を使 うこととした。

CI-NETの 標準 メ ヅセー ジと しては16種 を策定済みである。 この 中の見積 回答 メ

ッセー ジには建設業界の取 引で必要 な項 目がすべて、200項 目 くらい盛 り込んであ る。 し

か し、すべての会社が全項 目を使 うわけではな く選択 して使 ってお り、 また単位表記等 も

会社 によ り異なっている。標準 とい って も、現実には項 目選択や表記方法等で個別対応 を

しな くてはいけない。 これでは提出するほ うに負担 が大 きい。

このため、中小企業に必要な項 目を整理 ・選択 して1/4の50項 目に し、表記法や最大

文字数 も統一 した。これがメッセージサ ブセ ッ トであ り、7種 に付 き1999年6月 までに
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策定 した。具体的には、帳票の標 準化を行い、ほ とん どの会社 の使用に耐えるものを作 り、

これ を提 示 し、採用は各社の 自由と した。皆が使えば これが標準 となるので、その策定 に

は大小各社が参加 した。次に、いかに使 いやすい もの を作るかであ り補正予算によ り実証

実験 を行 っている。

購買見積依頼 か ら請求 までメ ッセー ジはすべてつながっている。発注者か らは仕様 を示

してコス トがい くらかかるかを求める。これに対 して、建設会社は見積 を出す。この とき、

部材の数 に単価 をかけ全体の金額 を計算する。下見積 は、受注 する際 の見積 も りを出す際

に、下請 けにその部分のみの見積 を依頼 するものであ る。受注 すると、発注を前提 と した

見積依頼 があ る。ここでは、部材 の数等 が指定 された明細付 きの購 買見積依頼 が くる。 こ

の見積依頼データは社内 システムで作成 しこれを標 準形式(メ ッセー ジサ ブセ ッ ト)に 変

換 して、合見積 を依 頼す る。このデー タは、10万 円以下の端末 ソフ トで表示で き、 自社 の

単価 を入力す るのみで見積書が作成で き、 これの社 内決済を受 けた後 に送 り返 すのみであ

る。発注先が決まった ら見積書 と同 じデータで発注すればよい。注文書 を受け取 った ら請

書 を出すが、 これもデー タが相互 に往復す るのみである。つ ま り、購 買見積依頼か ら以降

はすべてデータが相互に往復するのみであ り、 この機能 を端末パ ッケー ジの中に組み込ん

であ る。工事が始 まると出来高報告があるが これ も同 じデー タを活用で きる し、査定 もこ

の上で出来 る。 このように、最初 の見積依頼で作成 したデータがすべて活用 される。

普通のパ ソコ ンで処理で きるように、技術 要件は世界的な標準 を採用 した。データ伝送

方式では どこで もやっていると言われていた電子 メール(SMTPIPOP3)を 採 用 したが、

メーラーが違 うと互換性 に欠けることが判明 し苦労 しているという。セキュ リティはDES

とRSAを 組み合わせ、RSA方 式でDESを 暗号化 し本体はDESで 暗号化 する二重暗号方

式であ る。建設省 の電子入札 と同 じ方式を採用 している。SHA・1は 電子 署名である。 こ

の両方あれば、虚偽のデー タを防 ぐことが出来 る。電子認証局 は実用 的 なものが無 いので

採用されなかったが、不特定多数相手ではな く取引先 が決まっているので十分である。添

付 したCADデ ー タは 自動的に圧縮 し、受 け取 り側で 自動解凍する。

商取引なので送 ったのに着いていなかった とい うこ とでは 困るので、受信確認メ ッセー

ジはCIIの これ までのEDI機 能を使ってお り、見積依頼データの受取書(受 信確認 メヅ

セージ)を 自動的に返 すものである。
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1.ナ レッジ ・マ ネ ジメ ン ト

1.1ナ レッジ ・マ ネジ メ ン トの 考 え方

「コ ンピュー タ ・パ ラ ドックス」と言 う言葉 があ るが、ナ レッジ ・マネジメン トも似 た状

況にある。ナ レッジ ・マネジメ ン トのセ ミナーでは様々な事例報告がされるが、ナ レッジ ・

マネ ジメン トに関する情報があ ま りにもた くさん有 り、ナ レッジ ・マネジメ ン トに関する

ナ レッジがマネジメン トされていない、混沌 と した状況 にある と言われている。ナ レッジ ・

マネジメン トはコンセ プチ ュアルには新 しい ものではな く、その定義 についても、暗黙知 ・

形式知 ・これ らのスパ イラルな知的資産の形成 に向けたプロセスであ る、創造を生み出す

場である、そ うい う環境を作 り出す経営手法であ る、 と様 々な定義 があ る。自分が関わ る

業務 にとって どの定義が最 も近いか、あ るいは納得 しやすいか、 ということで取 り入れて

い くしかない状況 と言える。

組織運営の立場によ り、企業に属 してい る立場 と、政府 あるいは学校の ような機 関、財

団 ・社団 とい う公益法人、 と様 々な 目的 によ り、戦略 によ りナ レッジ ・マネジメン トの適

応する ところ、 目的 も異なって くる。 しか し、企業では、ナ レッジ ・マネジメン トは競争

優位 にたつための戦略の一つのモー ドとして意識 されている。 ビッグバ ン、規制緩和 とか

市場環境 ・競争環境 が厳 しくなって きた中で、成功 を収めなが ら、継続 させ、勝 ち抜いて

い くための制約が高まって きている。この中で競争優位 を高めるための方策はい ろいろな

形で試されて きている。サプライ ・チェー ン ・マネジメン トもそうである し、 ロジステ ィ

ヅクに関わる戦略的な手法もそ うであ り、 この ような一環でナ レッジ ・マネ ジメン トも位

置付け られている。

ナレッジ ・マネジメ ン トに関す るナ レッジがマネジメン トされていない状況 と上述 した

が、現実 にナ レッジ ・マネジメン トに関する ビジネスが どの ように提供 され、生成 されて

いるか という視点で見る と、明 らかになって くる構図がある。 しか しこれ らはテ ンタテ ィ

ブであ りそのイメー ジが定着 しているとは言いがたい。

ナレヅジ ・マネジメン トのポイ ン トは情報共有であ ると言われているが、情報共有の手

法 ・方法論であ り、 その ためのITの 適用で ある とも言われている。情報共有 を技術 的に

その環境 を作 ってい くことは難 しくはないが、問題は運用である。情報 を共有するために

は、情報 を持 っている人が 自分の情報 ・ノウハ ウ(こ れ を暗黙知 と言 う)を 共有のため に

提供 しな くて はな らない。誰でも、 自分が知 っていて、そのこ とが 自分の優位性 を保 って

いることにつ き、共有す る思考や行動に出に くい、積極的には自分 を仕 向け られない とい

う感覚が働 くと言われている。一方、情報共有 については心配ない とい う意見 もある。 自
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分が本来、身に付 けてい る情報 ・ノウハ ウもどんどん陳腐化 してい くのは避け られず、現

状 の様 にスピー ドが早 く変わってい く環境では、 その優位性がかつてほ どは強 くない。む

しろ、情報共有の環境が整 っていれば、 自分の情報 を積極 的に出 して、他の人か ら供給 さ

れる情報 ない し暗黙知 を 自分な りに装備 してい くほうが賢い行動だ とい うものである。 そ

れで も現実には、情報共有のために自ら自分の暗黙知 を形式知化 して い くプロセスに積極

的にな りえない面があるので、これ を誘導する仕組み を様々な企業で整 えて きている し、

その事例が報告 されて きている。

1.2ナ レッジ ・マ ネ ジ メ ン トの ケ ース と ビジネス

ナ レッジ ・マネ ジメ ン トの具体的な ビジネスの例 としては、 アンダーセ ンコンサルテ ィ

ング、マ ヅキ ンゼーのよ うなコ ンサルテ ィング企業が経営戦略課題の解決策の一つ と して

示 してきている。ア ンダーセ ンコンサルテ ィングでは コンサルテ ィング ビジネス を進 めて

い く上で、戦略的 にクライアン トにソリューシ ョンを提供するのに優位であることを示 し、

自分 たちの組織の情報共有、 これ を生か した課題解決のソ リュー ションが他の コンサルテ

ィング企業 よ り優位であることを示すため、 自分 たちのナ レヅジ ・マネジメン トのシステ

ムをPRし ている し、これを顧客企業の環境 に移植 してい く形 のビジネスを展開 して きて

い る。ITソ リュー ションを自分 たちな りにカスタマイズ し、ベス トプラクテ ィス と して

顧 客 と共有 し、 この中に 自分たちの ビジネスの価値 を見つけるとい う形 をとってい る。

また、ITソ リュー ションとして考えると、ハー ドウェア を提供する ビジネスは収益性

の面で ドル箱 にな りに くいので、 ソフ トウェアのほ うで収益を見込む という、 ビジネス構

造の変化 か らコンピュー タのハー ドウェアメーカが ソフ トウェアの一分野 と してナ レッ

ジ ・マネジメ ン トに注 目 している。 コンピュータ、情報技術の業務適用 の観点か らナ レッ

ジ ・マネジメ ン トの コンセプ トを利用 して きているので、 もともとのシステム化の手法 が

持ち込 まれ るのは避け られない。従 って、ナ レヅジ ・マネジメ ン トのための業務分析 を し

て、 ワー クフロー を作成 して、ナ レッジ ・マネジメ ン トの システム構 築をする とい う事例

がい くつ も示されてい る。この事例 もそれほ ど安定 的ではな く、次か ら次へ と改善が加 え

られている。ある時点で標準的な ものになると見 られていて も、半年 も経つ と次 のバージ

ョンが出てきて、 それのほうが良い ということにな り、 しば ら くすると別の ソ リュー ショ

ンが出て くるとい う、進化 の途上 にある状況であ る。従来の システム化 に対する業務的な

革新 とい うよ りも、ナ レッジ ・マネジメン トのシステム化はよ りスピーデ ィに進んでいる。

ナ レヅジ ・マネジメン トの米国の現状についてはい くつかのデータがあ り、 どれが もっ

とも らしいか という点では問題がある。 しか し、 フォーチュー ン1000社 の中ではほ と

んどの企業がナ レッジ ・マネジメ ン トを導入 してい るといわれている し、ここ1年 の間に

ナ レッジ ・マネジメン トを導入する例がかな り増 えている。経営戦略面でもナ レッジ ・マ
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ネジメン トが重視されているとい う報告があ る。ナ レッジ ・マネジメ ン ト導入の理 由で も、

あた りまえの理 由で関心が高いと示されてい る。

ナ レッジ ・マネ ジメン トは 「ナ レッジク リエー ション ・カンパ ニー」で知 られ る野 中郁

次郎(元 一橋大学教授)が 概念をナ レヅジ ・マネ ジメ ン ト的な言葉で表現 ・整理 し、暗黙

知か ら形式知へ、形式知 をさらに次の知識創造へ と、 スパイラルモデル に示 している。

暗黙 知か ら形式知へ とい う課題 を、企業 戦略 として企業の内部の情報 つまり知識資源 を

対象 に焦点を当ててモデルに組まれることが多いが、組織の活動では内部の知識資源 だけ

ではな く、当然なが ら外部 の知識 資源 を多 く利用 して いる。外部の知識 資源 の多 くは形式

知である。む しろ形式知 を利用する環境のほ うが、内部の情報環境の知識を、暗黙知 か ら

形式知 に高める仕組み よ りも現実 的にはな じみが深い。外部の情報環境 に接 していなが ら

内部の情報環境の仕組みを、利便性 を高めてい くとい うのがナ レッジ ・マネジメン トの一

つの 目的あるいは戦略的な課題 の解決 になるのであろ う。企業 の組織 の中でも役割の違 い

でそれ ぞれの情報 の枠組み ・形式 が異な っているはずなので、専門あるいは特化 した暗黙

知 ・形式知な りの情報環境 があ り、 これ を個 々のスパ イラル と見ていけば、それ らが部 門

ごとに整え られて いってい るのがだんだん組織内で統合 され、「モ ノコ ンテ ンツか らマル

チコンテ ンツへ」 と変化 してい く。(図1参 照)

モノコ ンテ ンツになったものは部 門や組織 の中でカルチ ャーを造 ってい くが、 これはモ

ノカルチ ャなので、組織 的な統合 によ りマルチカルチャー化 してい く。 この ようなスパ イ

ラルがあると言 うのが「モノカルチ ャーか らマルチカルチャー」であ る。(図2参 照)

スパイラルを拡大 したのが「ナレッジ ・マネジメ ン トの概念モデル:AlinOne・stopStyle」

(図3参 照)で ある。内部 の情報 だけではな く外部の情報 との統合をナ レッジ ・マネ ジメ

ン トは目指す。内部の暗黙知 を効果 的な形 で形式知に して、新 しい知識創造に結び付 けて

い く視点だけではな く、外部の もともと整え られた形 式知 を内部のナ レッジ ・マネジメ ン

トモデルの中に統合的 に組 み込む、 内部知あるいは外部知 を意識 しない シーム レスな形 で

利用で きる環境が本来 的なナ レッジ ・マネジメン トの概念モデル となる。「AIIinOne・stop

Style」 のAllと は内部 と外部 とい うことであ り、内部の情報にアクセスするにはステ ップ

があ り、外部 の情報 には様 々なチ ャネルがあるのでチ ャネル ごとに異な るアクセスを しな

ければいけないが、 これをOne・stopで 、つ ま り1つ のチャネルで外で も内で もすべて そ

こで間に合 うという環境こそが、理想的に望 まれる。

1.3ナ レ ッジ ・マ ネ ジ メ ン トの 戦 略 モ ー ド
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ナ レッジ ・マネ ジメン トのモー ドを4象 限に分ける枠組みはアーサー アンダー センが提

示 してい る(図4参 照)。 人 と人 とのコネ クション、 人と情報 とのコネクシ ョン、 フェー

スヅーフェース、ITを 利用 したもの とい う軸で整理 した。(表 の言葉は参考文献「コンサ

ルテ ィング ・ファーム に学ぶ「知」の活用戦略:ダ イヤモン ド ・ハーバー ド ・レビュー」に

よってい る。)

ナ レヅジ ・マネジメン トの仕組みを整え ようとするのは 「人 と人 との コネ クシ ョン、コ

ー ド化戦略」であ り、暗黙知を暗黙知の まま伝えてい くのが 「人と人 とのコネクションで

あ り個人化戦略」である。ナ レッジ ・マネ ジメン トの流行的側面はコー ド化戦略、情報を

共有化す ることによる再利用の経済効果を達成 してい くところに焦点があたってい る。

コンサル ティング企業 の対応は、ハーバー ド ・レビューによれば、 どち らか一つではな

い し、両方で もない、バ ランスである。バラ ンスが2つ のグルー プに分 かれてお り、ア ン

ダーセンとアー ンス トヤ ングは 「人 と情報 とのコネクションコー ド化戦略」が8割 であ り、

「人 と人 とのコネ クション個人化戦略」は2割 、マ ヅキンゼ ー、ペイン、ボス トンコ ンサ

ルテ ィング等はこの逆 というバ ランスである。ア ンダーセ ンとアーンス トヤ ングはナ レヅ

ジ ・マネ ジメ ン トのシステムに重 きを置 き、人 と人 とのコネクションは補完 的に使 ってい

る。マ ッキンゼ一等は人 と人 とのコネクシ ョンを重視 し、ITの 適用は従である。コ ンサ

ル タン トの世界では人 と人 とのコネクションを非常 に大事 にするので、 このためのコ ミュ

ニケー ションに対する投資が非常に大 きい。

ビュー レット ・パ ッカー ドの事例 では、人 と人 とのコ ミュニケーシ ョンの必要性の観点

か ら、世界中 どこであろ うとミーテ ィングのために 自家用飛行機を 自在 に使 ってか まわな

い、 とい う社 内的な制度 がある。 ブーズア レンでも年間4回 、グローバルな ミーテ ィング

をカ リブのバー ミューダの リゾー トでやる とか、多大なパーソナ リゼー ションのコネクシ

ョンに投資を している と報告されている。 しか しこの投資の成果がこのナ レッジ ・マネジ

メン トに、戦略 として もた らしているか とい うことははっき りとした形では見 えて きてい

ない。雑誌CIOに よればブーズア レンにつ いて、パーソナ リゼーシ ョンのナ レッジ ・マ

ネジメン トの投資が過大 すぎる、効果が具体 的に見定め られるほ どには至っていないので

はないか と指摘がある。試行錯誤的な面があるが、 アンダーセ ン等の コンサルテ ィング企

業は人 と人 とのコ ミュニケーションを重視 してITを 適用 したネッ トワークの仕組みを補

完的に使 ってお り、マ ヅキンゼ一等の会 計事務所 か らスター トしたコンサルテ ィング企業

はIT適 用のネ ヅ トワークシステムを主に して人 と人とのコ ミュニケー ションを従 に して

いると言える。

1.4広 角と望遠の視点

ナレッジ ・マネジメン トといったときに、単なるITの 適用つま り情報通信技術のネ ッ
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トワーク環境 をナ レッジ ・マネジメン トに生 か してい くとい う視点 と、経営戦略上のコス

トパーフォマ ンス を高めてい くという等 の様 々な理 由か ら絶えず業務革新 を進めていかね

ばな らない という課題 を解決するため という2っ の視点があ る。さらに、 もう少 し広 く、

もしくは望遠 で見 ることも大事で ある。その視点の一つは、外部の形 式知の側 か ら見てい

くとどうなるか、その事例が一つある。

デー タベースの世界では環境の変化、勢 力の変化が激 しいが、技術革新 の進化 によ り競

争優位 の関係 が変わって きている。ダウジョーンズインター ラクテ ィブ(DJI)と い う

ビジネス系のデー タベースがある。従来 のオ ンライ ン ・デー タベースの時には ビジネス系

のコンテ ンヅを中心 としていたが、競争相 手であ るNEXISと の競争に勝てず低迷 して

いた。 しか し、インターネ ヅトでWebの 環境 に切 り替え、検索エンジンを一新することに

より利便性が非常に高ま り、大 きなユーザー数を獲得 して、競争力の優位環境 が逆転 した。

NEXISも 専門的な高度な検索を提供 していたが、Webの 環境ではDJIに 遅れて しま

い、LEXIS/NEXISUNIVERSと いう環境を追いかける形 で提供 したが、

格差は縮 まらない。

DJIは アメ リカを中心 として英語圏をマーケ ヅ トに して、5000種 類 くらいの コン

テ ンツをカバー し、 ビジネスの情報ではほ とん どここで検索 ・入手できるという利便性の

高いデータベースを提供 している。一方、英国の ロイターが同 じコンセ プ トの ビジネスで

ある ロイ ター ビジネスブ リーフィング(RBB)を 展開 してお り、コ ンテ ンツの数で は4

000く らい をカバー している。RBBは ヨー ロッパ を中心 にアジア、多言語対応を売 り

に多国籍 に強 いという側面を持 っていたが、DJIと は競合する。一方、ユーザーに とっ

てはDJIとRBBで コ ンテンツ として重な り合 うのもあ り、ユニー クな もののあるので、

両方をOneStopで 使えないか とい うニーズがある。 これを踏 まえて、1999年1月 か ら

両者の交渉が始 ま り5月 にDJIとRBBが 統合することが決 まった。両社がデータベー

ス部門を切 り離 して、 これ らが合併 し、ダ ウジ ョー ンズ ・ロイターズ ・ビジネス ・イ ンタ

ーラクテ ィブという会社を設立 した(現 在 のFactiva)。 二つの ビジネス系データベースは

重な りを持っていたので、統合後 は7000の コンテ ンツを持つ ことになる。統合後の プ

ラットフォー ムの開発 に入ってお り、2000年7月 に リリースすると発表されている。

彼 らが目指 しているコ ンセプ トは、デー タベースの ジャイア ン トを作 ることではな く、

ナ レヅジ ・マネジメン トの環境を提供 することを意識 してい る。DJIは 年 間の基本料金

は69ド ル、個別のコンテンツにはチャー ジが掛 かるが、この69ド ルで ウォールス トリ

ー トジャーナルが読める。同紙の印刷物 を購読する と高価 だがネ ッ ト上では69ド ルで読

むことができる。 この価格革新 に加 えて、データベース としての利便性追求 と して、70

00の コンテ ンツの環境 を個別ユーザーの環境 向けにカスタマイズ することを考えてい る。

つま り、外部の形式知 を高度に秩序 だて、ユーザーニーズに合わせ た形でカスタマイズす

るビジネスを考 えている。外部の形式知はDJIが 提供す るので、個別のユーザーが個別
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の組織の 中で情報源、暗黙地 を形 式知 にするプロセス を含め、形式知化 された内部 の情報

資源 と外部の情報源が提供 するコ ンテンヅをシームレスに利用する環境 を作 る手伝 いをす

るのがDJ/ロ イターズの統合 ビジネスのサー ビスである。

このような形 でナ レッジ ・マネ ジメ ン トの環境をユーザーに提供 するビジネスがでて き

ている。た くさんのベ ンダーか ら提供 されているナレヅジ ・マネジメン トのツールや シス

テム対応 か らは見えて こないサー ビスであ り、ナ レヅジ ・マネ ジメン トビジネスに対す る

面 白い参 入 と言える。アメ リカにスペ シャル ・ライブラ リズ ・アソシエーシ ョンとい う企

業 内ライ ブラ リ部門の専 門家の団体 があ るが、ナ レヅジ ・マネ ジメン トに対 して情報専門

家であ るライブラ リア ンたちが どのような役割を果た してい くか とい うことに対 して関心

が高 く、ベンダーか らの関わ りの例 としてDJIに 対 して関心を示 している。DJ/ロ イ

ターが先行 して こうい う枠組みを提供 し始 めているが、 この他のデータベー スベ ンダーで

もビジネスの形 として取 り込んで くると見 られる。

DJIの ヒン トとなったのではないか と思える個別企業 の例 と して、アメ リカのコング

ロマ リッ トの会社でユナイテ ッ ド ・テクノロジーがある。ここのナ レッジ ・マネジメン ト

の事例 が報告 されている。 同社 では ライブラ リの部門が早い段階か らナ レッジ ・マネ ジメ

ン トに取 り組んできた。ユナイテ ッ ド ・テクノロジーは複数の企業の複合体であ り、プラ

ッ トア ン ドホ イッ トニー とい うエンジンの会社があ り、オースチンとい うエ レベータの会

社があ り、 自動車部品の会社、宇宙服の会社 とそれぞれの部門で市場 における有力な地位

を築いている。 リサーチ部門が本社 にあ り、イ ンフォメー ションネ ッ トワー クとい うライ

ブラ リとしての組織が再編 され、取 り組 んだのがナ レッジ ・マネジメ ン トの個別企業へ の

適用のかな り早い段階のものであった。ユナイテ ッ ド ・テ クノ ロジーは企業の複合体 であ

り、個別の企業にライブラ リ部 門が11位 あ った。これを本社 に統合 し、ネ ットワーク上

で情報ニーズの環境の利便性 を整 えた。ユナイテ ッ ド ・テ クノロジーの中の様々な情報 資

源 を一元的 に利用する行 き方 と、外部の情報資源 を内部の情報資源 と一元的 に管理する ト

ライアル を様 々に して きた。製造業なので、様々なエンジニア リングの外部情報資源を 自

分たちのネッ トワークの中にカスタマイズす るため、個別のデー タベースを各個撃破 的に

内部のナ レヅジ ・マネジメ ン ト環境にカスタマイズ していった。

ダウジョーンズの行 き方は これをヒン トに している。 ビジネス系 についてはモノカルチ

ャ的なデー タベースを各個撃破 的にユーザーがカスタマイズ していかな くて も、DJIと

言 う1社 の ライ ンナ ヅプの中か ら必要なもの を選んでカスタマイズ して もらえばよい とい

う戦略を とった。ユナイテ ヅ ド ・テ クノ ロジーのや り方は一般 的な企業 のアプローチであ

り、 自分 たちに必要な外部資源 を個別に各個撃破的に自分たち向けにカスタマイズ した。

一方、 ダウジョー ンズはベ ンダー と して、各個撃破 的にカスタマイズする非能率性 をユー

ザーか ら開放 し、ナ レッジ ・マネジメン トの トータルな環境を提供 するのでユーザーはそ

こと繋 いで も らえばよい とい うビジネスモデルを考えた。ナ レッジ ・マネジメン トの経営
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手法 に対する解決策 を自分たちの ビジネス展 開のモデルの中に見出す とい う、ベ ンダー と

しては戦略的な視点である。

1.5バ リューサ イクル とエ ン トロピーの視 点

ITの 視点で様 々な課題が生 じて きてい る。情報共有 の意識 の面で個 人の関わ りが どう

なのか、制度的な面、インセ ンテ ィブの面で様 々な報告がある。 ヒューレッ ド ・パ ッカー

ドの報告では評価のポイン トをきちんと明示 している。つ ま り情報共有環境 に自分の知識

を提供すると何ポイン ト、情報環境の中か ら知識 を自分 の業務 に生かす と何ポイ ン ト、 自

分が提供 した知識 を他 の人が利用 したら何ポイ ン ト、 というようにポイ ン トが貯 まってい

きこれに対す る褒賞がある。ポイ ン トによ りもらえる景 品 リス トがあ り、 自分の達成ポイ

ン トが見える。

人材の面でも、情報利 用環境を整えたとき、誰がサポー トし、誰がよ り良い環境にバー

ジョンア ップ してい くか という問題 の指摘がある。専任 の部署やスタ ヅフを置 くか置かな

いか、新 しい環境 にバージ ョンア ップ してい くときにこの環境を十分に使いこなすための

トレーニングをどうや ってい くか、習熟するのにやさ しい手順で覚え られるよう工夫す る

必要がある。

情報共有することで、 自分の暗黙知を提供 する以前 に、業務効率の点で問題 がある。営

業の人たちを考え、営業 日報 を簡 単にで きるようにテ ンプ レー トを用意 し、あ らか じめパ

ター ン化 した記述か ら選ぶだけで よい とい う仕組みを作 ることで、 こんなに単純化 ・標準

化できるとい うことが見えて くるが、営業 日報 に記載す る作業がそれほ ど大 き く軽減され

るわけではない。一方では営業 日報のデータがた くさんた まることで、データベース的に

有用性が高 まると しているが、重要なデータの一つは得意先の担当者の名前であ り、人は

異動するのである時点で使えな くな る。データの更新 を絡め ると、この利便性 を維持 して

い くのは大変な作業である。人に関わるデータの利用価値の期 間が制限 され る、デー タの

陳腐化が早い場合 にこれ をア ップデー トしてい くことは、営業 マンの負荷を考 えた場合、

理想 どお りには行かない。 このこ とはナ レッジ ・マネジメン トのナ レッジ全般 にいえるこ

とであ り、バ リューサイクル を意識 したシステムない しはモデルを考える必要がある。現

状では、 このバ リューサイクルの視点が希薄である と言 う印象である。情報が適切に探 し

出 して利用で きるこ とと、情報があふれすぎていても適切 に配置され るものだけが残 って

いる、ある適正な規模 のスケールを保 ちなが らナ レヅジ ・マネジメン トのシステムが進化

してい くというモデル を考 えなければ、持続 して このモデル が有用性 を保つ ことにはな ら

ないであろう。
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2.デ ー タマ イニ ング

2.1デ ー タマ イニ ングの背 景

データマイニング とい う言葉 が色々な ところで聞かれるよ うになったのはここ5年 くら

いの事である。実際に行われてい るのは決定木、 回帰木、アソシエー ションルール、 クラ

スタ リングつま りデー タの分類、ベイジアンモデ リング、重 回帰分析等で、機械学習や統

計、人工知能の分野で開発 された手法/技 術 が使 われている。一方では時代が進なにつれ、

電子計算機のディスク容量や計算パ ワーの増大が著 しく、デー タベース問い合わせ の最適

化、組み合わせ論的アル ゴ リズム、並列処理、視覚化が行われている。応用 としては、商

品間の関連購 買、つま りどの様に商品を配置する と売上に効果があるか、顧客のグルー プ

分 け、つ まりロイヤルカスタマ と言われる顧客グループを抽出 しダイ レク トメールを送 る、

ウィザー ドヘルプと言われるマイ クロソフ トオ フィスで何故 か知 らないけ ど的を得て 出て

くるヘルプや ウィザー ドの設計 と言 う応 用が注 目を浴びている。古典的な統計分野もある

が、 これ らの新 たな分野か ら様々な人が流入 してデータマイニングコ ミュニティを作 って

いる。

2.2米 国重要拠点 での状況

MicrosoftResearchは90年 代 の は じめ に小 さな規模 で始 まっ た研 究所 だが 、94年 頃、

ウ イン ドウズ95が 出 て きた頃 に著 名 な研 究者 を全 世界 的 にハ ン トし巨大 な研 究 組 織 とな

った。例 えば 、JimGray(ACMTuringAwardを 受賞 しデ ー タベ ース の信 頼性 技術 に貢

献)、MichaelH.Freedman(フ ィー ル ズ賞受 賞、 計算理 論 、計 算 の難 しさP=NP問 題 な

どに取 り組む)、AnoopGupta(元 ス タ ン フォー ド大学準 教授 で並列 計 算機DASH!プ ロジ

ェク トリー ダ)を 擁 して い る。 この研 究 グ ルー プ の 中でデ ー タ マイ ニ ング に関係 して い る

もの を紹 介 す る。

デー タベー ス グルー プではSurajitChaudhuriが 中心 的 にな り、個 人 向 け、 ビジネス 向

け のデー タベ ー ス システ ム につ いて研 究 して い る。デー タマ イニ ングで はDecisionTheory

andAdaptiveSystemとDataMining&Explorationが あ り、Windowsの ヘル プや 理論

的 なバ ックグ ラ ウン ドをや って い る。

自動 的 に管 理 と性能 チ ュー ニ ン グ を行 うデ ー タ ベー ス シ ス テ ムの 開発 を ゴー ル と し、

SQLServerに お け る非 定型 問合 せ 文 の応 答性 能 ア ップ の研究 を して い る。 デ ー タマ イ ニ

ング と言 うよ りはデー タベ ー ス に よ り近 い 部分 か らス ター トして い る。彼 等 の研 究 戦 略 は

「ユ ー ザー 側 か ら見 た時 、 獲得 され る知 識 は 同 じで も、背 後 にバ ッフ ァ管 理 や イ ンデ ッ ク

ス管 理 を最 適化 したシ ス テ ム技 術 を伴 っ た機 械 学 習 システ ム こそ がデ ー タ マ イニ ング シス
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テ ムで あ る」 とい うもの で ある。

彼 等 は実装 の 戦略 と して、伝 統 的 なRDBMSと デー タマ イ ニ ング ・クライ ア ン トの 間 に

デー タマ イニ ング ・ミ ドル ウェア を置 き、 こ の ミ ドル ウ ェア が イ ンデ ックス の張 り方 の管

理や ク ライア ン トか らの 問い合 わ せ のス ケ ジ ュー リング に よ って 効率 を高 め る と言 う事 を

行 う。

研 究 グル ー プの ひ とっ にDecisionTheoryandAdaptiveSystemが あ り、 その成 果 であ

る 「AnswerWizardforOfficel95」 ではOfficeを 使 って い る と突 然 イル カが 出て くる

もの で、 裏 で はユ ー ザー の戦略 、 つ ま り次 に どの よ うな作 業 を したい の かを確 率 的 に予 想

し、 先 を見通 して 適切 な ア ドバ イ ス を出 せ るユ ー ザー の確 率 モデ ル を持 って い る。 こ のモ

デル に基 づ き 「あ なたは 次 になに を した い の です か」 と選 択肢 を 出 して くれ る。 最近 の も

のは勝 手 にカー ソル を持 って い き 「あな たの した い事 は こん な事で しょう」 とや って くれ、

完成 度 は高 い とは言 え な いが、 裏 で は確 率論 に基 づい た難 しい事 をや って い る。 デー タ マ

イニ ングその もので は無 い が、 周 辺 の活動 と言 える。

ア メ リカのACMの な か にSIGKDDと い う国際 会議 が造 られ、 激 しい競 争 の 中で競 わ

れ て い る 。 も と も と は1991年 にAAAI(AssociationforAmericanArti丘cial

Intelligence)が ス ポ ンサー でKDDと い うワー クシ ョ ップ が開催 され、1995年 に国際会 議

に昇格 し、1998年 にACMにSIGKDD(ス ペ シ ャル イ ン タ レス トグルー プ)と して誕 生

した。1999年 よ りACMス ポ ンサー の国 際会 議 と してSIGKDDが 開催 されて い る。1999

年は238件 の 投稿 が あ り25件 の採択 論 文 と言 う競争 の激 しい状 況で あ る。ACMに は も と

も とSIGMOD(ManagementofData)と い うデ ー タベー ス よ りの研 究会 が あ り毎年600人

くらい の参加 者 があ るが 、1998年 度 でSIGKDDの 参加 者 は700人 以 上 とか な り盛 り上 が

って い る。 これ がデ ー タ マイ ニ ング がい つ 頃 か ら行 わ れ てい るか と言 う歴 史 に相 当す る。

つ ま り、90年 代 のは じめ か ら動 きが 出て きて 、 この後 にIBMやSGIが 力 を入れ て研 究 を

行 って きた。

IBMAImadenResearchCenterは 前 身 がIBMSanJose研 究 所で あ り、 ここに お

いてSystemRやSQL等 の関係 デ ー タベー ス技 術 を開発 してい た。 ここ にAgrawalが 率

い るDataMiningGroupが あ る。Agrawalは デ ー タマ イ ニ ング にお い てマ イ ルス トー ン

的 な研 究 を して お り、1993年 にAssociationRule枚 挙法 に関す る記 念 的論 文 を発表 して

い る。デ ー タマ イ ニ ング界 の リー ダ ー的 存在 であ り1998年 には先 ほ どのKDDの チ ェア

マ ンを して い る。研究 の成 果 を1996年 にIntelligentMinerと してIBMよ り製 品化 して

い る。

2.3決 定木の問題

病院で患者のデータがあ り、心臓疾患の有無に関 して判別 するため、デー タか らなん ら

64



かの規則性 を見つけだ したい。「も し...なら、_で ある」 というif-thenル ールを適用 しこ

れを辿 る事 によ り判別、 つま りクラス分 けの比率が高 くなると、 このパスが疾患の特徴 を

表 している事 になる。 この手法は良 く使われているが、実際のデー タでは決定木 のノー ド

の数が数 百 ・数千にな り決定木の意味解釈が難 しくなる。未知のデー タが きた時に分類 は

できるが、その背後 に潜む病気の原 因 とか知識の表現 としては不適切である事が指摘 され

てい る。

この対処策 と して人間が理解 しやすいルールをいかに作 り出すか に研究 の重点が移 って

きている。 巨大な木 を作れば精度は上 げ られ るので、いかに知識 を発見する、見える、読

める、理解で きるものを出すかが、最近の トピックである。

アソシエーシ ョンルールは 日本語では結合ルール と言われ 「Xな らY」 という形 を して

い る。何で も良い と言 う訳では無 く、確率的に優位性のあ るものを枚 挙するのが難 しい問

題である。例 えば 「定期 口座有無がNoで ある(X)な ら、カー ドロー ン延滞有無がYes(Y)

であ る」 とい うルールを発見す る。 このルールを評価する尺 度 としてサポー トと確信度 を

導入 する。サポー トはXもYも 満たす確率で、アソシエー ションルールを適用で きる範囲

を示 している。確信度は条件付 きの確率で、Xが 満たされた時 にYは どの くらいの確率で

あったかで、ルールの信頼度を表す と言 って よい。

AprioriAlgorithmの 考え方は 「Bな らばC」 というルールが価値 がある と考える。(B

&C)の 確率が閾値以上で、Bの 確率 もCの 確率 も閾値以上である時 に決定木の枝狩 り、

つま り不要な枝の探索 を行わない ようにすることを効率良 く行 うアルゴ リズ ムを考えた。

この成功の後に様々な変型パター ンが考え出されている。

データベースか ら問い合わせを した時、600万 個の レコー ドを検索するのには時間がか

かるので、 よ り少ない件数の組み合わせ をあ らか じめ計算 してお き、 これを使 って効率良

く検索す る。データマイニ ングと言 うよ りはよ りデータベースに近い部分の研究 を してい

て、 だんだん広が った。

2.4デ ータマイニ ングの適用分野

最近はゲノムと言う言葉 がよ く聞かれる ようになったが、観測技術 の進歩 によ りデータ

の蓄積量が増加 している。観測 されるデータはフラ ヅトなテキス ト、つま り文字列や 自然

言語 で表現された ファイルで管理され る事が多い。要求は、 単純な観測 データか らよ り高

次な情報、例えばDNAの 高次構造の情報抽出要求が多い。蓄積量が多い、組み合わせ的

な要素 を含んでい るのでゲノムのデー タベースに対 してデー タマイニ ングの適用要求が強

い。

遺伝子発現データベースを大阪大学細胞工学セ ンターと東 京大学医科学研 究所で開発 ・

公開 している。観測精度では世界 で一番であ り、各臓器で どのような遺伝子が発現 してい
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るかが細 か く調べ られてい る。データベースの構築は10年 程動いてお り、データ処理や

公開の仕方につきデー タマイニングを適用 して研究を行っている。

遺伝子のグルー プ分 けの ための クラスタ リング を例 にとると、各遺伝子が それぞれの臓

器にどれ くらい発現 して いるかの量 を表 として作成 する。同 じ発現パ ター ンを持ってい る

遺伝子をグルーピングすると言 う要求がある場合、列(観 測箇所 ・条件)が19あ るので19

次元実ベク トル空間の中に各遺伝子が位置付 け られているとみなす。 この実ベ ク トル空間

の中で距離が近い点 を同一クラス ターに分類 すれば良いが、簡単にはいかない。観測デー

タが多 くなると次元が少な くてもクラスターの検出は困難である。これに対 して 自動 クラ

スター検 出を行 う。未知 の遺伝子があった時、比較する事 によりどの遺伝子 に近い ものか

を判断する事ができる。

アソシエーシ ョンルールは遺伝子マー カーの探索、例 えば糖尿病の遺伝子探 しに使 って

いる。OLETFラ ッ トと言 う非イ ンス リン依存糖尿病 のモデル動物であるラッ トを使 い、

どの遺伝子 とどの遺伝子 が組み合わ さった時に血糖値 が高 くなるか と言 うルールの発見 に

使 ってい る。糖耐性がある、つま り血糖値 を正常 にコン トロールで きるラッ トと、血糖値

があが り正常 にコ ン トロールで きないラッ トを観測 し、後者の ラッ トを特徴付けてい る遺

伝子の集合を見つけだす。

2.5今 後の展望

人工知能 ・統計分野で研 究開発されて きた手法である決定木、回帰木、アソシエー シ ョ

ンルール、クラスタ リングは重要な技術 と して今後 も使われてい くで あろう。 これに加 え

て、コ ンピュー タの高速化 ・大容量化 に伴 いデータベース問合せ最適化技術 による性能改

善やラ ンダムアルゴ リズ ムを活用 した効率的な探 索が行われてい く。応用 としては、テ キ

ス トの中か ら、例えばWebの 中か ら価値 のあるものを探 し出 してい くテキス トマイニング、

遺伝子分類の例のようなクラスタ リング、顧客グルー プ分け、WizardIHelpに 限 らず 自動

車等ユーザ ビリティ向上 に活用されてい く。

Webデ ータベースはWebの バ ックグラウン ドにデータベースがあ り、Webか らの問合

せに答えるもので重要 なものである。ACMSIFMOD99で はデータマイニ ング分野 とWeb

データベース分野の論文投稿数が最 も多 く盛んな研究が行われている。

E・コマースでは トランザクションの原始性の保証の問題が言われてお り、未解決である。

このように関連分野はまだまだ伸 びてい くと考え られ る。
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図1モ ノコンテンツか らマルチコンテンツへ NRl
廿ヒute,Ltd

部情報環境 ⑬ ⇔ 穣

図2モ ノカルチャーか らマルチカルチャーへ

外部情報環境

NRI
NomuraResearchlnstltute,Ltd.
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図3 ナ レッジマネ ジメントの 概 念 モデ ル:AllinOne-stopStyle NRE
NomuraReseerch|nstitute,Lnd.

外部情報群

内外情報

資源の統

月報資源の

編 集 ・加工

(知 識イ

内部情報群

内部情報資源化

(暗黙知→形式

知識の活
田決定)

3WlHの

再 生産

外部情報

図4 ナ レッジマネジメントの戦略 モード

=－
NRl

" ・'NomuraResearchhs匂tut6
,Ltd.

ナレッジ

流通イ刀ラ

ナレッジ
情報技術 ・ネッ トワーク フ ェ ー ス ツ ー フ ェ ー ス

との接触

人と人との ・lT投 資 中規模

コネク シ ョン ・拠点間の人事異動促進

個人化戦略 〈暗黙知の流通〉 ・同僚からの問い合せに即応する組織文化の奨励

(Personalization)

専 門 性 結 合

・カスタ マイズ ・サー ビス志向

・マ ンツーマ ン研 修

の経済効果

単位仕事量逓増
コミュニケーション

電子メール ・メールイングリスト
TV会 議システム ・電子会議室

会議 ・打ち合わせ
教育 ・研修 ・対話

コスト逓増 ボイスメール ・ファックスなど ヒアリング

プロジェクト収益逓増 専門家(専 門性 ・スキル)デ ータベース

人と情報との
・lT投 資 大規摸

・専任部署 の設置 ・スタ ッフの配 置

コネク シ ョン 〈形式知の流通〉 ・知識共有の組織風土の確立
コー ド化 戦略 ・コモデ ィテ ィ ・サー ビス志向

(Codification)
・組織研 修

再利用の経済効果

単位仕事量逓減 社内イントラネ ット・⊃一ポレー トポータルサイ ト
コミュニケーシ ョン ・ベス トブラクティスDB・ ベンチマークDB ライブラリー

コスト逓減
プロジェクト数逓増

業務支援アプリケーション
・データウエアハウス ・クエ リー ・数値分析ツール

ナ レッジブローカー
管理 された文書

・データマイニ ング ・業務支援 システム

二二ー
参考:「 コンサルテ ィング ・フ ァー ムに学ぶr知 』の 活用 戦略」 ダイヤモ ン ド ・ハ ーバー ド ・レビュー1999.8-9
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